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はじめに 

 

  

平成 24 年 4 月 1 日から「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正に伴い、介護福祉士及び

一定の研修を受けた介護職員等は、一定の条件の下に喀痰吸引・経管栄養を実施できることとな

り、その実施が進められている。 

介護職が喀痰吸引及び経管栄養を実施するにあたっては、医師の指示が必要であり、加えて介

護職と看護職が連携し、安全な提供を実施するよう図ることが重要視されている。しかし、これ

まで介護職は医療的行為を実施する職種ではなかったため、看護職は介護職と医行為に関して連

携する経験がなかった。そのため、この２職種間の医療連携関係を構築して行く必要性が生じて

きた。看護職は喀痰吸引等の行為を担ってきた職種として、介護職の呼びかけに応じて積極的に

連携関係を構築するよう努力しなければならない。 

 平成 24 年度厚生労働省セーフティネット支援対策等事業費補助金（社会福祉推進事業分）「介

護職員等の喀痰吸引の在宅連携事例に関する調査研究事業」では、看護職が在宅において認定特

定行為業務従事者と喀痰吸引等を安全かつ効率よく提供するための医療連携のあり方について検

討し、訪問看護ステーションと訪問介護事業所間の連携が円滑に構築されることに寄与するため、

訪問看護ステーションと訪問介護事業所が連携するための「在宅における喀痰吸引等連携ツール

（ver.1）」を作成した。このツールについて、介護職から、介護職の意見を盛り込み、２職種で

共有できるものにならないかと言う声が届いた。 

以上の背景を受けて、本研究事業は両者の連携の実態を把握し、昨年度作成したツールが訪問

看護ステーションからの視点によるものとなっていることから、介護職側からの利用希望を確認

し、介護職の試用結果を調査し、看護職と介護職の相互検討を行なって推敲していくこととした。 

介護職と看護職との医療連携が円滑に構築でき、今後の在宅医療が利用者にとって安全・安心な

ものであるよう寄与していくものである。 

 

平成 26 年 3 月 

                  

 聖隷クリストファー大学 川村佐和子 
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要 旨 

 

１．背景と目的 

 

本事業では、連携ツールに対する訪問介護事業所等からの意見を収集して連携ツールを改訂し、

その連携ツールの普及を図ることによって訪問看護ステーションが訪問介護事業所等と連携し、

喀痰吸引等を安全かつ効率よく提供できることを目的とした。 

 

２．実施内容 

 

本事業を実施するに当たり、検討委員会及びワーキング委員会を設置し、本調査研究の実施内

容や方法の検討を行った。検討委員会は 2 回、ワーキング委員会は 3 回、さらに拡大検討委員会

を１回開催した。 

 

（１）訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における在宅連携の普及に関する調査

（全国調査）の実施 

訪問看護ステーション（2965 事業所）および訪問介護事業所における登録特定行為事業者（2975

事業所）との医療連携についての実態を把握すること、及び連携ツールについての意見収集やヒ

アリング対象先の選定を目的として、実態調査を実施した。回収率は訪問看護ステーションが

43.9％、訪問介護事業所が 23.7％であった。その結果を以下に示す。 

 
【全体の状況】 

○ 平成 25 年 4 月～9 月の間に、喀痰吸引等について、訪問介護事業所と連携した経験のある訪

問看護ステーションは 1301 事業所中 192 事業所（14.8％）であった。 

○ 平成 25 年 4 月～9 月における、調査対象となった訪問介護事業所における喀痰吸引等の実施

状況は次の通り。「口腔内の喀痰吸引」については 64.8％、「鼻腔内の喀痰吸引」は 41.1％、

「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 54.8％、「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養」は 43.1％、

「経鼻経管栄養」は 10.1％の事業所で実施していた。 

○ 訪問看護ステーションと連携せずに介護職員が喀痰吸引等を実施していた事業所は、12.6％を

占めていた。 

【最もうまく連携できている事業所の状況】 

○ 介護職員等が喀痰吸引等を実施している訪問介護事業所において、最もうまく連携できてい

る訪問看護ステーションが関与している利用者の行為別の平均利用者数についてみると、特

定の者が多く、口腔内の喀痰吸引では 2.14 人、胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養は 2.27

人などとなっている。 

○ 何らかの形で契約書を取り交わしている訪問介護事業所は 36.7％、ステーションは約 5 割に
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のぼり、昨年度よりも取り交わしている事業所割合が上回っている（昨年度はステーション

の７割が取り交わしていなかった）。安全対策に関する委員会・会議については、訪問介護事

業所の 57.1％で設置されていた。ヒヤリハットを共有する仕組みがある訪問介護事業所が

56.9％、連携マニュアルが整備されている訪問介護事業所は約 5 割であった。 

○ 多職種連携における課題についてみると、訪問看護ステーションでは「連携するための時間

調整が困難」が最も多く 49.0％、同様に訪問介護事業所でも 42.6％と最も多かった。その他、

「定期的なカンファレンスの開催が困難」なども挙げられていた。連携上困っていることは、

訪問看護ステーションでは「定期的な手技確認の時間が取れない」38.5％が最も多く、訪問

介護事業所では「訪問介護事業所の人材が不足している」がほぼ半数を占めた。連携上の工

夫点としては、訪問看護ステーションでは「訪問介護事業所が気軽に相談できる雰囲気づく

りをしている」（57.8％）。訪問介護事業所では「連携先事業所との信頼関係づくりを進めて

いる」（49.2％）が最も多かった。 

【連携ツールの認知度】 

○ 連携ツールの認知度についてみると、訪問看護ステーションでは「内容も含め知っていた」

「存在は知っていた」の割合は 3 割弱であり、実際に活用した経験のある事業所は 1.2％に

とどまっていた。一方、訪問介護事業所の 6 割弱が活用してみたいと思うと回答しており、

実際に連携に活用できるかどうかについても、肯定的な回答が多くなっていた。 

 

（２）ヒアリング調査の実施 

全国調査の結果から、実際に訪問看護ステーションと連携して喀痰吸引等を行っている登録特

定行為事業者（訪問介護事業所）のうち、ヒアリングに同意が得られた事業所の中から、介護職

員が吸引等を実施している利用者数が多い事業所など５事業所（５地域）をヒアリング調査対象

事業所として選定した。 

ヒアリングは、登録特定行為事業者（訪問介護事業所）及び連携先の訪問看護ステーションを

対象に行い、連携方法・内容・工夫点等を聞くとともに、昨年度研究事業で作成した連携ツール

（ver.1）を活用していただき、その有用性や改善点等について意見等を収集した。これらの改善

点に関する意見等については、連携ツールの改訂版（ver.2）の作成に活用した 

 

国調査の結果から、実際に訪問看護ステーションと登録特定行為事業者として連携している訪

問介護事業所を抽出し、連携方法・内容・工夫点等について昨年度研究事業で作成した連携ツー

ル（ver.1）を活用していただき、両者にヒアリング調査を実施した。ヒアリングに当たっては、

その有用性や改善点等について調査を行い、最終的に連携ツール（ver.1）の見直しを行い、第二

版を作成するための意見等を収集する目的で実施した。 

全国調査結果により、実際に訪問看護ステーションと連携している訪問介護事業所のうち、ヒ

アリング調査に同意が取れた事業所の中から、介護職員が吸引等を実施している利用者数が多い

事業所など５事業所（５地域）を選定し、訪問介護事業所および当該事業所と連携している訪問

看護ステーションにヒアリングを行った。 
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（３）連携ツールの作成 

認定特定行為業務従事者が、安全に喀痰吸引等を行うためには、訪問看護ステーション等との

医療連携体制を速やかに構築することが必要である。制度改正後、訪問介護事業所等から訪問看

護ステーションに連携を求められるようになってきているものの、具体的にどのように連携すれ

ばよいかがわかりにくい現状にある。 

このため、訪問看護ステーション向けに訪問介護事業所等と連携する際に必要な事項・手順等

を示した連携ツール（ver.1）を昨年度作成し、今年度はさらなる内容の充実のため、訪問看護ス

テーションや訪問介護事業所の意見を踏まえ、改訂版を作成した。 
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３．考察 

 

本事業では、訪問介護事業所および訪問看護ステーションに対し、介護職員等の喀痰吸引等の

実施状況について調査を行い、その実態や連携状況について把握した。その結果、登録特定行為

事業所（訪問介護事業所）においては口腔内の喀痰吸引については 64.8％、胃ろうまたは腸ろう

による経管栄養は 43.1％の事業所が介護職員による行為を実施していた。また、喀痰吸引等にお

いて連携している訪問看護ステーションが 1 か所以上あると回答した訪問介護事業所は 75.3％に

のぼり、四分の三の訪問介護事業所ではステーションとの連携のもと、介護職員が喀痰吸引等を

行っていた。 

ただし、訪問看護ステーションと連携せずに介護職員が喀痰吸引等を実施している訪問介護事

業所も 12.6％見られるとともに、契約書の取り交わし等をしている訪問介護事業所は 36.7％、訪

問看護ステーションは 47.9％であったり、連携先の訪問介護事業所の安全対策に関する委員会・

会議の設置状況を把握していない訪問看護ステーションが 4 割を超えるなど、訪問介護事業所・

訪問看護ステーション間の連携状況は十分であるとは言えない状況である。 

そこで、連携ツール（ver.1）を、さらに連携の手順が明確となるように修正するとともに、訪

問介護事業所にとっても活用可能なツールとして改良することが必要と考えられた。 

 

■訪問介護側の視点を入れた連携ツール（ver.1）の改良 

昨年度作成した連携ツール（ver.1）においては、訪問看護ステーションと訪問介護事業所等と

の間で交わす覚書のひな型や、両者の間で使う書式（例）などを示したが、訪問介護事業所側の

意向等については十分検討されていなかった。そこで今年度は実際に訪問看護・訪問介護のペア

で活用していただいた地域において両者にヒアリング調査をし、連携ツール（ver.1）を改良した。 

今回、訪問看護・訪問介護双方からのヒアリングからは、「契約書のひな型・具体的な記入例」

「連携を開始する際には訪問介護事業所から声掛けを行う」「感染等に関する注意事項と必要なケ

ア」などが必要との意見があり、これらを踏まえて連携ツール（ver.1）を改訂した。全体を通し

て、各手順の具体例や工夫のポイントなどを各所に盛り込むとともに、「よくある質問」を追加し

て想定される疑問点を丁寧に解説し、活用する訪問看護ステーションと訪問介護事業所にとって

わかりやすいツールとすることができた。この改良版の連携ツールを全国にさらに普及すること

により、連携体制・役割分担の明確化、緊急時の連絡方法・体制の構築、安全委員会等の開催・

協力、書類の作成・協力、介護職員等の手技等の確認など、より実効性のある事業所間の連携体

制の強化を進めることが重要と考えられる。 

 

■さらなる制度周知と介護と看護の連携のための支援の必要性 

平成24年4月に介護職員等による喀痰吸引等の制度が開始されてから約2年が経過しようとし

ているが、訪問看護ステーションと訪問介護事業所等の双方に、まだ制度の周知が不十分である

と考えられる。今回の全国調査からも、訪問看護ステーションにおける連携ツールの認知度は 3

割弱にとどまり、実際に活用した事業所は 1.2％にすぎなかった。 

その一方で、実際に連携ツール（ver.1）を活用できそうだと回答した訪問看護ステーションは
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5 割を超え、訪問介護事業所も 4 割を超えるなど、活用可能性については前向きな回答も多いた

め、このような連携ツールの存在は望まれているものと考えられる。 

そこで、介護職員等による喀痰吸引等実施の制度の内容、および今年度改良した連携ツールに

ついて、様々な場で周知を行い、在宅療養の場に普及させていくことが重要と考えられる。 

 

 今後、当制度を推進し、連携ツールを普及するためには、在宅における喀痰吸引等を必要

とする患者・家族および関係者双方の努力が必要である。 

 都道府県担当者や市町村担当者、特に障害福祉関連、介護保険関連の在宅療養を推進する

部署への配布・周知や、訪問介護・訪問看護関連団体、さらに難病の患者団体などの利用

者の側への周知なども含め検討していく必要がある。 

 患者団体等、利用者の側からも、どれくらい必要な人がいるか等の情報について在宅ケア

の提供側や行政へ提供するなどの取組が望まれると考えられる。 

 介護職員の教育の場において、介護職員養成施設等で教育研修の一環として配布する方法

も考えられる。 

 

このような様々な方策を活用し、訪問介護事業所と訪問看護ステーションの双方が連携ツール

内容を踏まえて安全を担保した連携体制を構築することで、訪問介護と訪問看護の連携がより一

層強化され、今後の在宅における介護職員による喀痰吸引等の安全かつ効率的な実施が進むこと

が期待される。 
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第１章 事業の概要 

 

１．背景と目的 

 

近年、居宅で喀痰吸引や経管栄養を実施する者が増加している中、平成 24 年 4 月 1 日より、

社会福祉士および介護福祉士法が一部改正され、医療資格を有さない介護福祉士等が認定特定行

為業務従事者認定証の交付を得て、一定の要件のもとに喀痰吸引・経管栄養等一部の医行為を業

とすることとなった。 

介護職員等による医行為は、在宅医療の場でも訪問介護事業所等が関与して実施される。在宅

における安全な実施を担保する医療連携は、同一事業所内職員による連携である施設内業務とは

異なり複数機関に所属している職員による連携となるため、関係機関が連携する上での困難や、

関係機関の配置及び利用者生活などの地域特性からの影響による困難が予測される。在宅利用者

が増加する昨今、介護職員等が安全に医行為を行えるように訪問看護ステーションや医療機関等

も医療連携体制を構築する努力が必要であり、重要かつ喫緊の課題である。 

昨年度の研究事業（平成 24 年度厚生労働省社会福祉推進事業「介護職員等の喀痰吸引の在宅

連携事例に関する調査研究事業」以下、昨年度事業という）により、全国の訪問看護ステーショ

ンの内訪問介護事業所等と喀痰吸引等について連携している事業所は約 3 割にとどまり、そのう

ち契約書を交わしていない事業所が 68.3％、連携マニュアルを作成していない事業所が 53.5％と、

必ずしも訪問介護事業所等と制度に則った連携をしていない事実が分かった。そのため、昨年度

事業において、訪問看護ステーションが訪問介護事業所等の介護職員等と連携し、安全に喀痰吸

引等を提供できるよう訪問看護ステーションが用いる「在宅における喀痰吸引等連携ツール

Ver.1」（以下、連携ツールとする）を作成した。 

ただし、昨年度作成した連携ツールにおいては、訪問介護事業所等が活用した場合の効果は検

証できていない。そこで、今年度の本事業では、連携ツールを訪問介護事業所等に実際に活用し

ていただいた上で意見を収集して連携ツールを改訂し、その連携ツールの普及を図ることによっ

て訪問看護ステーションが訪問介護事業所等と連携しやすくなり、安全かつ効率よく喀痰吸引が

行われることを目的として実施した。 
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２．実施体制 

 

 本事業を実施するにあたり、検討委員会及びワーキング委員会を設置して実施した。 

 

検討委員会委員                              （五十音順） 

委員長 川村 佐和子  聖隷クリストファー大学大学院 教授 

委員 秋山 正子 白十字訪問看護ステーション 統括所長 

 上野 桂子 全国訪問看護事業協会 副会長 
 内田 千惠子 日本介護福祉士会 副会長 
 菊池 睦子 グッドライフケア居宅介護支援センター 港 

 斎藤 訓子 日本看護協会 常任理事 
 佐野 けさ美 スギメディカル（株） 訪問看護・介護支援運営部部長 
 高杉 敬久 日本医師会 常任理事 
 戸賀 祐子 宝ケアサービス赤羽 所長 
 原口 道子 東京都医学総合研究所 主任研究員 

 

ワーキング委員会委員                           （五十音順） 

委員長 川村 佐和子  聖隷クリストファー大学大学院 教授 

委員 秋山 正子 白十字訪問看護ステーション 統括所長 

 上野 桂子 全国訪問看護事業協会 副会長 
 内田 千惠子 日本介護福祉士会 副会長 

 菊池 睦子 グッドライフケア居宅介護支援センター 港 

 斎藤 訓子 日本看護協会 常任理事 
 佐野 けさ美 スギメディカル（株） 訪問看護・介護支援運営部部長 
 椎名 美恵子 訪問看護ステーションみけ 管理者 

 高杉 敬久 日本医師会 常任理事 
 戸賀 祐子 宝ケアサービス赤羽 所長 
 原口 道子 東京都医学総合研究所 主任研究員 

 

事業一部委託 

吉池 由美子 三菱総合研究所人間・生活研究本部 主席研究員 

八巻 心太郎 三菱総合研究所人間・生活研究本部 主任研究員 
 

事務局 

宮崎 和加子 全国訪問看護事業協会 事務局長 

吉原 由美子 全国訪問看護事業協会 業務主任 

倉地 沙織 全国訪問看護事業協会 

澤口 惠 全国訪問看護事業協会 
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本事業を実施するに当たり、検討委員会及びワーキング委員会を設置し、本調査研究の実施内

容や方法の検討を行った。検討委員会は 2 回、ワーキング委員会は 3 回開催した。 

 

 

＜検討委員会＞ 

回 日時・場所 内容 

第 1 回 平成 25 年 9 月 9 日 10：00～12：00 

AP 品川 会議室 

1． 都道府県喀痰吸引等実施状況について 

2． 事業説明及び事業スケジュール 

3． 事業内容の検討 

第 2 回 平成 26 年 2 月 26 日 11：00～11：45 

AP 東京八重洲 

1． 調査結果速報 

2． ヒアリング結果報告 

3． 連携ツール修正案の検討 

 

＜ワーキング委員会＞ 

回 日時・場所 内容 

第 1 回 平成 25 年 9 月 9 日 10：00～12：00 

AP 品川 会議室 

※第１回検討委員会と同時開催 

第 2 回 平成 25 年 11 月 18 日 15：00～17：00 

Totsuko（新宿） 

1．ヒアリング先の抽出及びヒアリング者の

決定 

2．拡大検討委員会メンバー（案）の作成 

3．試用後事後調査票の検討 

第 3 回 平成 26 年 3 月 7 日 10：00～12：00 

全国訪問看護事業協会 

1． 連携ツール修正案について 
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３．事業の実施フロー 

  

本事業の実施フローは以下のとおりである。 

図表1 本事業の実施フロー 

 

 

 

 

検
討
委
員
会
に
お
け
る
議
論 

全国調査の実施 

連携ツールの試行 

介護職員等による喀

痰吸引等の在宅連携

の普及のための検討

委員会の実施 

報告書取りまとめ 

事業の企画・立案 

・連携ツール試行地域／ヒ

アリング対象地域の抽出 

連携ツールの試行 

ヒアリングの実施 

連携ツールの修正 
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第２章 事業内容                
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第２章 事業内容 

 

１．訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における在宅連携

の普及に関する調査（全国調査） 

 

（１）調査の概要 

訪問看護ステーションおよび訪問介護事業所における登録特定行為事業者との医療連携に

ついての実態を把握すること、及び連携ツールについての意見収集やヒアリング対象先の選定

を目的として、実態調査を実施した。 

 

① 調査対象 

全国訪問看護事業協会の会員である訪問看護ステーション（抽出）、および介護職員等による

喀痰吸引等を実施している訪問介護事業所（登録特定行為事業者）を対象とした。 

 

調査対象区分 事業所数 

訪問看護ステーション 2965 

訪問介護事業所 2975 

 

② 調査方法 

本調査は、自記式調査票の郵送配布・回収により実施した。 

 

③ 調査時期 

平成 25 年 11 月 

 

④ 調査内容 

調査項目については調査票を参照。 

 

⑤ 回収の状況 

回収した調査票数は以下のとおり。 

図表 2 回収調査票数 

調査票種別 発送数 回収数 回収率 

訪問看護ステーション 2965 1301 43.9％ 

訪問介護事業所 2975 705 23.7％ 
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（２）調査結果 

 

① 訪問看護ステーション・訪問介護事業所の連携状況について 

（ア） 連携状況 

○ 平成 25 年 4 月～9 月の間に、喀痰吸引等について、訪問介護事業所と連携した経験のある訪

問看護ステーションは 1301 事業所中 192 事業所（14.8％）であった。 

 

図表3 訪問看護事業所との連携の有無 

　

事

業

所

数

連

携

し

て

い

る

連

携

し

て

い

な

い

　

無

　

回

　

答

1,301 192 1,104 5
100.0% 14.8% 84.9% 0.4%訪問看護ステーション  

 

 

○ 一方、平成 25 年 4 月～9 月における、調査対象となった訪問介護事業所における喀痰吸引等

の実施状況は以下のとおりであった。「口腔内の喀痰吸引」については 64.8％、「鼻腔内の喀

痰吸引」は 41.1％、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 54.8％、「胃ろうまたは腸ろうによ

る経管栄養」は 43.1％、「経鼻経管栄養」は 10.1％の事業所で実施していた。 

 

図表4 訪問事業所における喀痰吸引等の実施状況 

　

事

業

所

数

実

施

し

て

い

な

い

実

施

し

て

い

る

　

無

　

回

　

答

705 205 457 43
口腔内の喀痰吸引 100.0% 29.1% 64.8% 6.1%

705 330 290 85
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 46.8% 41.1% 12.1%

705 263 386 56
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 37.3% 54.8% 7.9%

705 314 304 87
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 44.5% 43.1% 12.3%

705 483 71 151
経鼻経管栄養 100.0% 68.5% 10.1% 21.4%
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図表5 連携している平均利用者数 

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

457
口腔内の喀痰吸引 100.0% 2.73 3.07 2.01 3.14

290
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 2.58 3.00 1.97 3.39

386
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 2.58 2.90 2.01 2.92

304
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 2.84 4.25 1.90 2.75

71
経鼻経管栄養 100.0% 2.00 2.62 0.89 1.34

喀痰吸引を実施し

ている利用者数

うち、訪問看護師

と連携して実施し

ている利用者数

　

事

業

所

数

 

 

○ さらに、喀痰吸引等において連携している訪問看護ステーションが 1 か所以上ある訪問介護

事業所（無回答含む）は、調査に回答した 705 事業所の内 531 事業所（75.3％）であり、そ

の箇所数の内訳は以下のとおりであった。 

 

図表6 連携している訪問看護ステーション数 

　

事

業

所

数

2

箇

所

未

満

2
～

3

箇

所

未

満

3
～

4

箇

所
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満

4
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5

箇

所

未

満

5

箇

所

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

箇

所

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

箇

所

）

　

標

準

偏

差

531 243 110 40 19 23 96
100.0% 45.8% 20.7% 7.5% 3.6% 4.3% 18.1% 1.86 1.47訪問介護事業所  

 

（イ） 訪問看護ステーションにおける連携状況 

 

○ 訪問介護事業所と連携している訪問看護ステーションにおける平均事業所数は 2.34 事業所

であった。 

 

図表7 連携している訪問介護事業所数 

　

事

業

所

数

2

箇

所

未

満

2
～

3

箇

所

未

満

3
～

4
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所

未

満

4
～

5

箇

所

未

満

5

箇

所

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

箇

所

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

箇

所

）

　

標

準

偏

差

192 94 40 20 7 26 5
100.0% 49.0% 20.8% 10.4% 3.6% 13.5% 2.6% 2.34 2.21訪問看護ステーション  

 



 17 

 

○ 看護・介護連携強化加算は８割以上の訪問看護ステーションでは算定しておらず、算定人数

の平均は 0.22 人であった。 

 

図表8 看護・介護連携強化加算の算定人数 

　

事

業

所

数

0

人

2

人

未

満

2
～

3

人

未

満

3
～

4

人

未

満

4

人

以

上

　

無

　

回

　

答
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単

位
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人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

192 158 17 2 3 12
100.0% 82.3% 8.9% 1.0% - 1.6% 6.3% 0.22 0.94訪問看護ステーション  

 

○ 第 1 号、第 2 号研修（不特定多数の者を対象）を指導している看護師は 26.0％（平均 1.8 人）、

第 3 号研修（特定の者を対象）を指導している看護師は 79.7％（平均 2.87 人）の事業所に

配置されていた。 

 

図表9 研修指導看護師の有無 

　

事

業

所

数

い

る

い

な

い

　

無

　

回

　

答

192 50 108 34
第1号、第2号研修（不特定多数の者を対象）を指導している看護師 100.0% 26.0% 56.3% 17.7%

192 153 29 10
第3号研修（特定の者を対象）を指導している看護師 100.0% 79.7% 15.1% 5.2%
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平
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（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

50 29 10 9 2
第1号、第2号研修（不特定多数の者を対象）を指導している看護師 100.0% 58.0% 20.0% 18.0% 4.0% - - 1.80 1.29

153 61 29 28 28 3 4
第3号研修（特定の者を対象）を指導している看護師 100.0% 39.9% 19.0% 18.3% 18.3% 2.0% 2.6% 2.87 2.39  

 

○ 訪問介護事業所から平成 25年 4月～9月までの間に連携の打診があった訪問看護ステーショ

ンは 72.4％であった。 

 

図表10 訪問介護事業所からの連携の打診の有無（平成 25 年 4 月～9月） 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

192 139 49 4
100.0% 72.4% 25.5% 2.1%訪問看護ステーション  
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○ 訪問介護事業所からの連携の打診があった場合、打診のあった人数の平均は 3.42 人、うち、

訪問介護事業所と連携して喀痰吸引等を実施した人数の平均は、2.89 人、うち、訪問介護事

業所との連携を断った人数の平均は、0.27 人であった。 

 

図表11 連携の打診があった場合の人数、実際に連携した人数、断った人数 

　

事
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所
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3
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平

　

均
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単

位
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人
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標

準

偏

差

139 48 24 15 23 8 21
100.0% 34.5% 17.3% 10.8% 16.5% 5.8% 15.1% 3.42 3.82

118 6 67 23 15 5 2
100.0% 5.1% 56.8% 19.5% 12.7% 4.2% 1.7% 2.89 3.19

118 81 9 1 1 26
100.0% 68.6% 7.6% 0.8% - 0.8% 22.0% 0.27 1.15

訪問介護事業所から連携の

打診があった人数
うち、訪問介護事業所と連携して

喀痰吸引等を実施した人数
うち、訪問介護事業所との連携を

断った人数  

※訪問介護事業所からの連携の打診があった 139 事業所の回答 

 

 

（ウ） 訪問介護事業所における連携状況 

 

○ 訪問看護ステーションと連携せずに介護職員が喀痰吸引等を実施していた事業所は、12.6％

を占めていた。 

 

図表12 訪問看護ステーションと連携せずに介護職員が喀痰吸引等を実施しているか
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回

　

答

705 89 575 41
100.0% 12.6% 81.6% 5.8%訪問介護事業所  
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○ 訪問看護ステーションと連携していない理由は、「本人や家族が訪問看護との連携を希望しな

かった」が 25.8％と最も多く、次いで「訪問看護ステーションからの理解が得られなかった」

が 11.2％となっていた。 

 

図表13 訪問看護ステーションと連携していない理由（複数回答） 
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回

　

答

89 10 1 23 52 13
100.0% 11.2% 1.1% 25.8% 58.4% 14.6%訪問介護事業所  

 

 

○ 平成 25 年４月～９月において、訪問看護ステーションに対し、連携の打診を行った事業所は

47.1％であった。 

 

図表14 喀痰吸引等を実施するにあたって、訪問看護ステーションへの連携の打診の有無（平

成 25年 4月～9月） 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

705 332 272 101
100.0% 47.1% 38.6% 14.3%訪問介護事業所  
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○ 訪問看護ステーションに連携を打診した場合の利用者の平均は 2.17 人、うち、訪問看護ステ

ーションと連携して介護職員が喀痰吸引等を実施した利用者の平均は、2.06 人、うち、訪問

看護ステーションと連携ができなかった利用者の平均は、0.28 人であった。 

 

図表15 訪問看護ステーションに連携を打診した利用者数、うち連携した人数、連携できな

かった人数 

　

事

業

所

数

2

人

未

満

2
～

3

人

未

満

3
～

5

人

未

満

5
～

1

0

人

未

満

1

0

人

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

332 166 84 40 21 4 17
100.0% 50.0% 25.3% 12.0% 6.3% 1.2% 5.1% 2.17 2.84

315 11 220 40 18 4 22
100.0% 3.5% 69.8% 12.7% 5.7% 1.3% 7.0% 2.06 2.22

315 118 28 1 168
100.0% 37.5% 8.9% - 0.3% - 53.3% 0.28 0.87

訪問看護ステーションに連携の打診を

した場合の利用者数
うち、連携して介護職員が喀痰吸引等

を実施した利用者数

うち、連携できなかった利用者数
 

 

○ 訪問看護ステーションと連携できなかった理由は、「本人や家族の希望によりとりやめとなっ

た」が 34.5％と最も多く、次いで「訪問看護ステーションに連携を断られた」が 24.1％、「ケ

アマネジャー（相談支援専門員）との調整がうまくできなかった」が 6.9％となっていた。 

 

図表16 訪問看護ステーションと連携できなかった理由（複数回答） 

　

事

業

所

数

に

連

携
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ら

れ

た

訪

問

看

護

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

こ

と

が

で

き

な

か

っ
た

主

治

医

の

指

示

書

を

得

る

が

う

ま

く

で

き

な

か

っ
た

支

援

専

門

員

）
と

の

調

整

ケ

ア

マ

ネ

ジ

ャ
ー

（
相

談

り

と

り

や

め

と

な

っ
た

本

人

や

家

族

の

希

望

に

よ

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

29 7 2 10 6 5
100.0% 24.1% - 6.9% 34.5% 20.7% 17.2%訪問介護事業所  

※連携できなかった利用者数が 1 人以上いた 29 事業所の回答。 
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② 具体的な訪問看護ステーション・訪問介護事業所の連携状況 

 

「②具体的な訪問看護ステーション・訪問介護事業所の連携状況」については、現在連携して

いる訪問介護事業所または訪問看護ステーションのうち、最もうまく連携できている事業所

（１箇所）を選び、その事業所を想定して回答してもらったものである。 

なお、本節の集計については、実際に連携をしている訪問看護ステーション 192 事業所、訪問

介護事業所 531 事業所をベースとしている。 

 

 

（ア） 連携先の訪問介護事業所／訪問看護ステーションの連携状況 

 

○ 連携先の開設主体は、訪問看護ステーションでは「営利法人（株式・合名・合資・有限会社）」

が 37.0％と最も多く、次いで「特定非営利活動法人（NPO）」が 8.3％、「医療法人」が 7.3％

となっていた。訪問介護事業所では、「医療法人」が 26.4％と最も多く、次いで「営利法人

（株式・合名・合資・有限会社）」が 17.3％、「社団・財団法人」が 7.5％となっていた。 

 

図表17 連携先の開設主体 

　

事

業

所

数

･

一

部

事

務

組

合

町

村

、
広

域

連

合

都

道

府

県

、
市

区

社

会

福

祉

協

議

会

社

協

以

外

）

社

会

福

祉

法

人

（

医

療

法

人

社

団

・

財

団

法

人

合

会

協

同

組

合

及

び

連

有

限

会

社

）

・

合

名

・

合

資

・

営

利

法

人

（
株

式

法

人

（
N

P

O

）

特

定

非

営

利

活

動

個

人

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 2 6 9 14 8 4 71 16 12 3 47
100.0% 1.0% 3.1% 4.7% 7.3% 4.2% 2.1% 37.0% 8.3% 6.3% 1.6% 24.5%

531 18 5 18 140 40 21 92 6 5 16 170
100.0% 3.4% 0.9% 3.4% 26.4% 7.5% 4.0% 17.3% 1.1% 0.9% 3.0% 32.0%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ 連携先の法人種類は、訪問看護ステーション、訪問介護事業所いずれも、「同一法人ではない」

が多く、それぞれ 72.4％、64.8％となっていた。 

 

図表18 連携先の法人種類（同一法人／非同一法人） 

　

事

業

所

数

同

一

法

人

で

あ

る

い同

一

法

人

で

は

な

　

無

　

回

　

答

192 36 139 17
100.0% 18.8% 72.4% 8.9%

531 94 344 93
100.0% 17.7% 64.8% 17.5%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ 訪問看護ステーションが連携している訪問介護事業所（本調査への回答にあたり想定してい

る事業所）が、実際に連携している訪問看護ステーション数の平均は 1.64 箇所であった。 

 

図表19 連携先の訪問介護事業所が実際に連携している訪問看護ステーション数 

　

事

業

所

数

2

箇

所

未

満

2
～

3

箇

所

3
～

4

箇

所

4
～

5

箇

所

5

箇

所

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

箇

所

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

箇

所

）

　

標

準

偏

差

192 48 16 4 4 3 117
100.0% 25.0% 8.3% 2.1% 2.1% 1.6% 60.9% 1.64 1.78訪問看護ステーション  

 

○ 一方、訪問介護事業所が連携している訪問看護ステーション（本調査への回答にあたり想定

している訪問看護ステーション）が、実際に連携している訪問介護事業所数の平均は 2.41 箇

所であった。 

 

図表20 連携先の訪問看護ステーションが実際に連携している訪問介護事業所数 

　

事

業

所

数

2

箇

所

未

満

2
～

3

箇

所

3
～

4

箇

所

4
～

5

箇

所

5

箇

所

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

箇

所

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

箇

所

）

　

標

準

偏

差

531 62 19 19 10 16 405
100.0% 11.7% 3.6% 3.6% 1.9% 3.0% 76.3% 2.41 2.73訪問介護事業所  
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○ 事業所が関与している各行為の実施の有無は以下のとおりであった。訪問看護ステーション

では、「口腔内の喀痰吸引」については 78.1％、「鼻腔内の喀痰吸引」は 59.9％、「気管カニュ

ーレ内部の喀痰吸引」は 69.3％、「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養」は 55.7％、「経鼻経

管栄養」は 18.2％の事業所で実施していた。訪問介護事業所では、「口腔内の喀痰吸引」につ

いては 63.8％、「鼻腔内の喀痰吸引」は 39.7％、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 58.2％、

「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養」は 39.9％、「経鼻経管栄養」は 10.7％の事業所で実施

していた。 

 

図表21 事業所が関与している各行為の実施の有無 

　

事

業

所

数

実

施

し

て

い

な

い

実

施

し

て

い

る

　

無

　

回

　

答

　

事

業

所

数

実

施

し

て

い

な

い

実

施

し

て

い

る

　

無

　

回

　

答

192 25 150 17 531 82 339 110
口腔内の喀痰吸引 100.0% 13.0% 78.1% 8.9% 100.0% 15.4% 63.8% 20.7%

192 52 115 25 531 181 211 139
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 27.1% 59.9% 13.0% 100.0% 34.1% 39.7% 26.2%

192 45 133 14 531 109 309 113
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 23.4% 69.3% 7.3% 100.0% 20.5% 58.2% 21.3%

192 66 107 19 531 176 212 143
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 34.4% 55.7% 9.9% 100.0% 33.1% 39.9% 26.9%

192 124 35 33 531 288 57 186
経鼻経管栄養 100.0% 64.6% 18.2% 17.2% 100.0% 54.2% 10.7% 35.0%

訪問看護ステーション 訪問介護事業所
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○ 訪問看護ステーションが連携している訪問介護事業所の利用者のうち、訪問看護ステーショ

ン側が関与している行為別の平均利用者数は以下のとおりであった。不特定の者では、「口腔

内の喀痰吸引」については 0.38 人、「鼻腔内の喀痰吸引」は 0.40 人、「気管カニューレ内部の

喀痰吸引」は 0.27 人、「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養」は 0.27 人、「経鼻経管栄養」は

0.19 人であった。特定の者では、「口腔内の喀痰吸引」については 2.16 人、「鼻腔内の喀痰吸

引」は 2.10 人、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 1.80 人、「胃ろうまたは腸ろうによる経

管栄養」は 2.00 人、「経鼻経管栄養」は 1.19 人であった。 

 

図表22 行為別の利用者数（訪問看護ステーションが連携している訪問介護事業所の状況） 

　

事

業

所

数

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

150
口腔内の喀痰吸引 100.0% 0.38 1.52 2.16 2.44

115
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 0.40 1.86 2.10 2.60

133
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 0.27 0.78 1.80 1.75

107
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 0.27 0.90 2.00 2.28

35
経鼻経管栄養 100.0% 0.19 0.47 1.19 0.86

不特定の者 特定の者

 

 

○ 訪問介護事業所における行為別の平均利用者数は以下のとおりであった。不特定の者では、

「口腔内の喀痰吸引」については 0.44 人、「鼻腔内の喀痰吸引」は 0.53 人、「気管カニューレ

内部の喀痰吸引」は 0.33 人、「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養」は 0.53 人、「経鼻経管栄

養」は 0.50 人であった。特定の者では、「口腔内の喀痰吸引」については 2.14 人、「鼻腔内の

喀痰吸引」は 2.13 人、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 2.15 人、「胃ろうまたは腸ろうに

よる経管栄養」は 2.27 人、「経鼻経管栄養」は 1.50 人であった。 

 

図表23 行為別の利用者数（訪問介護事業所の状況） 

　

事

業

所

数

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

339
口腔内の喀痰吸引 100.0% 0.44 1.51 2.14 2.92

211
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 0.53 1.60 2.13 3.36

309
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 0.33 1.27 2.15 2.98

212
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 0.53 1.79 2.27 4.35

57
経鼻経管栄養 100.0% 0.50 1.04 1.50 1.88

不特定の者 特定の者
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○ 利用者一人に対し、最も多くの介護職員が喀痰吸引等を実施している事例における、喀痰吸

引等の行為を実施している介護職員数は、訪問看護ステーションでは平均 4.85 人、訪問介護

事業所では平均 4.30 人であった。 

 

図表24 利用者一人に対し、最も多くの介護職員が喀痰吸引等を実施している事例における、 

喀痰吸引等の行為を実施している介護職員数 

　

事

業

所

数

0

人

3

人

未

満

3
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5

人

未

満

5
～

1

0

人

未

満

1
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人
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無

　

回

　

答

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

192 1 42 37 33 21 58
100.0% 0.5% 21.9% 19.3% 17.2% 10.9% 30.2% 4.85 4.10

531 4 110 131 110 27 149
100.0% 0.8% 20.7% 24.7% 20.7% 5.1% 28.1% 4.30 3.01訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ 連携先との文書（覚書等）の取り交わしについては、訪問看護ステーションでは、「文書を作

成し（案は主として訪問介護事業所が作成）取り交わしている」が 43.2％と最も多く、次い

で「文書は取り交わしていない」が 41.1％、「文書を作成し（案は主としてステーションが作

成）取り交わしている」が 4.7％となっていた。訪問介護事業所では、「文書は取り交わして

いない」が 36.7％と最も多く、次いで「文書を作成し（案は主として訪問介護事業所が作成）

取り交わしている」が 28.6％、「文書を作成し（案は主としてステーションが作成）取り交わ

している」が 8.1％となっていた。 

 

図表25 連携先との文書（覚書等）の取り交わし 
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が
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（
案

は

主

と

し

文

書

は

取
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い

な

い

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 83 9 79 7 14
100.0% 43.2% 4.7% 41.1% 3.6% 7.3%

531 152 43 195 11 130
100.0% 28.6% 8.1% 36.7% 2.1% 24.5%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

※ただし、実地研修による契約書が含まれている可能性がある。 
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○ 文書（覚書等）の取り交わしていない理由については、訪問看護ステーション、訪問介護事

業所いずれも、「どのような書式を作成して良いかわからないため」がそれぞれ 40.5％、35.9％

と最も多く、次いで「口頭での了解で十分であるため」がそれぞれ 27.8％、30.8％、「連携先

が同一法人であるため」がそれぞれ 15.2％、20.5％となっていた。 

 

図表26 文書（覚書等）を取り交わしていない理由（複数回答） 
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無

　

回

　

答

79 12 22 32 15 5
100.0% 15.2% 27.8% 40.5% 19.0% 6.3%

195 40 60 70 30 19
100.0% 20.5% 30.8% 35.9% 15.4% 9.7%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ 訪問介護事業所における安全対策に関する委員会・会議の設置状況については、訪問看護ス

テーションでは、「把握していない」が 41.7％と最も多く、次いで「設置されている」が 26.6％、

「設置されていない」が 26.0％となっていた。訪問介護事業所では、「設置されている」が

57.1％と最も多く、次いで「設置されていない」が 23.2％となっていた。 

 

図表27 訪問介護事業所における安全対策に関する委員会・会議の設置状況 
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所

数

設

置
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置

さ
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て

い
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把
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無

　

回

　

答

192 51 50 80 11
100.0% 26.6% 26.0% 41.7% 5.7%

531 303 123 25 80
100.0% 57.1% 23.2% 4.7% 15.1%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ 訪問看護ステーションからの会議への参加状況についてみると、訪問看護ステーションでは、

「毎回参加する」が 41.2％と最も多く、次いで「参加していない」が 35.3％、「あまり参加し

ていない」が 11.8％となっていた。訪問介護事業所では、連携先のステーションが「毎回参

加する」が 50.2％と最も多く、次いで「参加していない」が 26.4％、「たまに参加する」が

9.9％となっていた。 

 

図表28 訪問看護ステーションからの会議への参加状況 

　

事

業

所

数

毎

回

参

加

す

る

た

ま

に

参

加

す

る

い

な

い

あ

ま

り

参

加

し

て

参

加

し

て

い

な

い

　

無

　

回

　

答

51 21 3 6 18 3
100.0% 41.2% 5.9% 11.8% 35.3% 5.9%

303 152 30 14 80 27
100.0% 50.2% 9.9% 4.6% 26.4% 8.9%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

※訪問介護事業所の回答は連携先の訪問看護ステーションの職員の参加状況 

 

 

○ 訪問看護ステーションからの会議参加職種については、訪問看護ステーションでは、「管理者」

「研修を実施した看護師」がともに 50.0％であった。訪問介護事業所では、「管理者」が 56.6％、

「研修を実施した看護師」が 45.9％であった。 

 

図表29 訪問看護ステーションからの会議参加職種（複数回答） 

　

事

業

所

数

管

理

者

看

護

師

研

修

を

実

施

し

た

員そ

の

他

の

看

護

職

　

無

　

回

　

答

30 15 15 8 5
100.0% 50.0% 50.0% 26.7% 16.7%

196 111 90 59 45
100.0% 56.6% 45.9% 30.1% 23.0%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

※訪問介護事業所の回答は連携先の訪問看護ステーションの職員の参加状況 
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○ 訪問看護ステーションに期待されている役割については、訪問看護ステーションでは、「喀痰

吸引等の実施手順、方法等の検討」が 68.6％と最も多く、次いで「ヒヤリハット事例等の分

析、対策検討」が 51.0％、「ヒヤリハット事例等の報告」、「喀痰吸引等の実施状況等の検討」

が共に 47.1％となっていた。訪問介護事業所では、「喀痰吸引等の実施手順、方法等の検討」

が 52.8％と最も多く、次いで「喀痰吸引等の実施における課題についての検討」が 47.5％、

「ヒヤリハット事例等の分析、対策検討」が 44.2％となっていた。 

 

図表30 訪問看護ステーションに期待されている役割（複数回答） 

　

事

業

所

数

の

検

討

施

手

順

、
方

法

等

喀

痰

吸

引

等

の

実

例

等
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報

告

ヒ

ヤ

リ

ハ
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ト

事

策

検

討

例

等

の

分

析

、
対

ヒ

ヤ

リ

ハ

ッ
ト

事

施

状

況

等

の

検

討

喀

痰

吸

引

等

の

実

に

つ

い

て

の

検

討

施

に

お

け

る

課

題

喀

痰

吸

引

等

の

実

る

こ

と

す

る

研

修

に

関

す

喀

痰

吸

引

等

に

関

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

51 35 24 26 24 18 18 1 7
100.0% 68.6% 47.1% 51.0% 47.1% 35.3% 35.3% 2.0% 13.7%

303 160 105 134 110 144 111 13 54
100.0% 52.8% 34.7% 44.2% 36.3% 47.5% 36.6% 4.3% 17.8%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

 

○ 訪問看護ステーションと訪問介護事業所間のヒヤリハット事例・情報の共有の仕組みがある

事業所は訪問看護ステーションでは 47.9％、訪問介護事業所では、56.9％であった。 

 

図表31 連携しているステーションと訪問介護事業所間のヒヤリハット事例・情報の共有の 

仕組みの有無 

　

事

業

所

数

あ

る

な

い

　

無

　

回

　

答

192 92 90 10
100.0% 47.9% 46.9% 5.2%

531 302 126 103
100.0% 56.9% 23.7% 19.4%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ ヒヤリハット事例の共有方法については、訪問看護ステーション、訪問介護事業所いずれも、

「発生した都度、連絡を取って共有している」がそれぞれ 64.1％、65.9％と最も多く、次い

で「定期的に情報交換をして共有している」がそれぞれ 42.4％、42.1％、「安全対策に関する

会議等の場で共有している」がそれぞれ 22.8％、37.1％となっていた。 

 

図表32 ヒヤリハット事例の共有方法（複数回答） 

　

事

業

所

数

共

有

し

て

い

る

る

会

議

等

の

場

で

安

全

対

策

に

関

す

有

し

て

い

る

連

絡

を

取

っ
て

共

発

生

し

た

都

度

、

て

い

る

換

を

し

て

共

有

し

定

期

的

に

情

報

交

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

92 21 59 39 7 2
100.0% 22.8% 64.1% 42.4% 7.6% 2.2%

302 112 199 127 22 6
100.0% 37.1% 65.9% 42.1% 7.3% 2.0%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ ヒヤリハット事例があった事業所は、訪問看護ステーションでは 9.8％、訪問介護事業所では

17.2％であった。 

 

図表33 ヒヤリハット事例の有無 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

92 9 78 5
100.0% 9.8% 84.8% 5.4%

302 52 231 19
100.0% 17.2% 76.5% 6.3%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ ヒヤリハット事例の共有に関する課題については、訪問看護ステーションでは、「介護事業所

側からのヒヤリハット報告が十分になされていない」が 36.5％と最も多く、次いで「ヒヤリ

ハット報告を積極的に報告する雰囲気が醸成されない」が 22.4％、「訪問看護師が気づいた

事例について、介護職員側に指摘しにくい」が 9.4％となっていた。 

 

図表34 ヒヤリハット事例の共有に関する課題(訪問看護ステーション) （複数回答） 

　

事

業

所

数
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な
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ヤ
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ハ
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介
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気
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ヤ

リ
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ッ
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報

告

を

積

員

側

に

指

摘

し

に
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事
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つ

い

て

、
介

護

職

訪

問

看

護

師

が

気

づ

い

た

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 70 43 18 21 78
100.0% 36.5% 22.4% 9.4% 10.9% 40.6%訪問看護ステーション  

 

図表35 ヒヤリハット事例の共有に関する課題(訪問介護事業所) 

 ヒヤリハットとして検討された事例は、法人内で検討され対応策まで検討されるが個別にスタッ

フ間で確認されることは少ないため、今後は実行されることとして検討したい。 

 関わる事業所が多い場合、共有の場を持つことが困難である。看護師さんがまとめ、対策を講じ、

情報を提供して下さるとありがたい。 

 ヒヤリハットの具体的事例を挙げていないため、ヒヤリハットの事例に相当するかの判断が個人

にゆだねられている。 

 連携の仕方が分からない。 

 報告、相談を互いにする習慣がない。 

 連携を行えるよう時間調整をすること。 

 他事業所との時間調整が難しい。 

 他法人の為、連携手段が確立していない。 

 こちらからの報告は可能だが、それに対する相手側の分析や対策づくりなどに労力をさいてもら

うことが期待できない。 

 何かあれば、すぐお互いに電話にて済ませている。家族も若く、随時報告して情報共有ができる

ので書類に残らない。 

 関係機関での会議が定期的に開催されない。 

 体制はあるが、現場の状況を書面に残していくことが難しい。 
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○ 喀痰吸引等の実施に関する連携方法および緊急時対応に関するマニュアルを作成・共有して

いる事業所は、訪問看護ステーションでそれぞれ 35.9％、33.9％、訪問介護事業所で、それ

ぞれ 49.3％、52.7％であった。 

 

図表36 喀痰吸引等の実施に関する連携マニュアルの整備 

　

事

業

所

数

い

る

作

成

・

共

有

し

て

い

な

い

作

成

・

共

有

し

て

　

無

　

回

　

答

192 69 108 15
連携方法のマニュアル 100.0% 35.9% 56.3% 7.8%

192 65 109 18
緊急時対応に関するマニュアル 100.0% 33.9% 56.8% 9.4%

531 262 160 109
連携方法のマニュアル 100.0% 49.3% 30.1% 20.5%

531 280 131 120
緊急時対応に関するマニュアル 100.0% 52.7% 24.7% 22.6%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所

 

 

○ 喀痰吸引等の実施に関する緊急時の連絡網がある事業所は、訪問看護ステーションでは

65.6％、訪問介護事業所では 69.9％であった。 

 

図表37 喀痰吸引等の実施に関する緊急時の連絡網の有無 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

192 126 55 11
100.0% 65.6% 28.6% 5.7%

531 371 55 105
100.0% 69.9% 10.4% 19.8%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  
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○ 連携先と共同で実施する定期的な緊急対応訓練の実施については、訪問看護ステーション、

訪問介護事業所いずれも、「実施予定はない」がそれぞれ 60.9％、45.4％と最も多く、次いで

「今後実施する予定」がそれぞれ 20.3％、19.4％、「すでに実施した」がそれぞれ 8.3％、7.9％

となっていた。 

 

図表38 連携先と共同で実施する定期的な緊急対応訓練の実施 

　

事

業

所

数

す

で

に

実

施

し

た

定今

後

実

施

す

る

予

実

施

予

定

は

な

い

　

無

　

回

　

答

192 16 39 117 20
100.0% 8.3% 20.3% 60.9% 10.4%

531 42 103 241 145
100.0% 7.9% 19.4% 45.4% 27.3%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ 介護職員の手技の確認等の体制については、訪問看護ステーションでは、「同行訪問の際に手

技を確認し指導している」が 73.4％と最も多く、次いで「随時電話等で相談に乗っている」

が 29.7％、「定期的にカンファレンスを行い確認している」が 13.0％となっていた。訪問介護

事業所では、「同行訪問の際に手技を確認し指導している」が 49.7％と最も多く、次いで「定

期的にカンファレンスを行い確認している」が 31.5％、「随時電話等で相談に乗っている」が

27.9％となっていた。 

 

図表39 介護職員の手技の確認等の体制（複数回答） 

　

事

業

所

数

指

導

し

て

い

る

手

技

等

を

確

認

し

同

行

訪

問

の

際

に

談

に

乗

っ
て
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話
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確
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い
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ァ
レ

ン

ス

等

を

行

定

期

的

に

カ

ン

フ

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 141 57 25 22 19
100.0% 73.4% 29.7% 13.0% 11.5% 9.9%

531 264 148 167 33 141
100.0% 49.7% 27.9% 31.5% 6.2% 26.6%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ 喀痰吸引等に関する訪問介護事業所向け研修会等を開催している事業所は、訪問看護ステー

ションでは 13.5％、訪問介護事業所では 10.7％であった。 

 

図表40 喀痰吸引等に関する訪問介護事業所向け研修会等の開催の有無 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

192 26 149 17
100.0% 13.5% 77.6% 8.9%

531 57 356 118
100.0% 10.7% 67.0% 22.2%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

 

③ 連携している利用者の状況 

 

「③連携している利用者の状況」については、連携をしている訪問看護ステーション 192 事業

所、訪問介護事業所 531 事業所において、実際に喀痰吸引等を介護職員が行っている利用者の

うち、最も頻繁に連携している利用者を各事業所当たり１人想定していただき、回答してもら

ったものである。 

 

○ 連携開始時期については、訪問看護ステーション、訪問介護事業所いずれも、「平成 22 年 3

月以前」がそれぞれ 27.1％、22.4％と最も多く、次いで「平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月」

がそれぞれ 15.6％、11.7％、「平成 25 年 4 月以降」がそれぞれ 13.0％、10.0％となっていた。 

 

図表41 連携開始時期 

　

事

業

所

数

月～

平

成

2

2

年

3

月～

平

成

2

3

年

3

平

成

2

2

年

4

月

月～

平

成

2

4

年

3

平

成

2

3

年

4

月

月～

平

成

2

5

年

3

平

成

2

4

年

4

月

～平

成

2

5

年

4

月

　

無

　

回

　

答

192 52 12 13 30 25 60
100.0% 27.1% 6.3% 6.8% 15.6% 13.0% 31.3%

531 119 32 48 62 53 217
100.0% 22.4% 6.0% 9.0% 11.7% 10.0% 40.9%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  



 34 

 

○ 当該利用者に対して関わっている訪問介護事業所数の平均は 2.08 事業所であった。 

 

図表42 当該利用者に対して関わっている訪問介護事業所数 

　

事

業

所

数

2

箇

所

未

満

2
～

3

箇

所

3
～

4

箇

所

4
～

5

箇

所

5

箇

所

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

箇

所

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

箇

所

）

　

標

準

偏

差

192 76 45 18 9 13 31
100.0% 39.6% 23.4% 9.4% 4.7% 6.8% 16.1% 2.08 1.53訪問看護ステーション  

 

○ 当該利用者に対して関わっている訪問看護ステーション数の平均は 1.32 箇所であった。 

 

図表43 当該利用者に対して関わっている訪問看護ステーション数 

　

事

業

所

数

2

箇

所

未

満

2
～

3

箇

所

3
～

4

箇

所

4
～

5

箇

所

5

箇

所

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

箇

所

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

箇

所

）

　

標

準

偏

差

531 295 91 14 4 127
100.0% 55.6% 17.1% 2.6% 0.8% - 23.9% 1.32 0.60訪問介護事業所  

※訪問看護ステーションの回答は訪問介護事業所数、訪問介護事業所の回答は訪問看護ステーシ

ョン数を指す 

 

○ 個別計画書への作成の関与については、訪問看護ステーション、訪問介護事業所いずれも、「訪

問介護事業所ですべて作成している」がそれぞれ 43.8％、41.2％と最も多く、次いで「訪問

介護事業所で案を作成し、ステーションで確認している」がそれぞれ 20.3％、15.4％、「ステ

ーションと連携先の訪問介護事業所でカンファレンス等を行い、共同で作成している」がそ

れぞれ 4.2％、6.2％となっていた。 

 

図表44 個別計画書への作成の関与 
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と
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携
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訪

問

介

携
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事

業

所
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い
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テ
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ョ
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で

案

を

作

成

し

、
連

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 84 39 8 4 17 40
100.0% 43.8% 20.3% 4.2% 2.1% 8.9% 20.8%

531 219 82 33 26 27 144
100.0% 41.2% 15.4% 6.2% 4.9% 5.1% 27.1%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ 医師の指示書の内容を訪問看護ステーションが確認している事業所は、訪問看護ステーショ

ンでは 53.6％、訪問介護事業所では 56.5％であった。 

 

図表45 医師の指示書の内容を訪問看護ステーションが確認しているか 

　

事

業

所

数

確

認

し

て

い

る

確

認

し

て

い

な

い

　

無

　

回

　

答

192 103 66 23
100.0% 53.6% 34.4% 12.0%

531 300 107 124
100.0% 56.5% 20.2% 23.4%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

 

○ 医師の指示書の内容の確認方法については、訪問看護ステーションでは、「連携先の訪問介護

事業所に確認している」が 49.5％と最も多く、次いで「医療機関の医師に確認している」が

33.0％となっていた。訪問介護事業所では、「医療機関の医師に確認している」が 55.0％と最

も多く、次いで「連携先の訪問介護事業所に確認している」が 36.3％となっていた。 

 

図表46 医師の指示書の内容の確認方法 

　

事

業

所

数

に

確

認

し

て

い

る

医

療

機

関

の

医

師

し

て

い

る

護

事

業

所

に

確

認

連

携

先

の

訪

問

介

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

103 34 51 8 10
100.0% 33.0% 49.5% 7.8% 9.7%

300 165 109 11 15
100.0% 55.0% 36.3% 3.7% 5.0%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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○ 実施状況報告書の確認状況については、訪問看護ステーションでは、「特に確認していない」

が 32.3％と最も多く、次いで「連携先の訪問介護事業所からの要請があった際に確認してい

る」が 21.4％、「定期的に確認している」が 19.8％となっていた。訪問介護事業所では、「定

期的に確認してもらっている」が 28.8％と最も多く、次いで「医師への提出時に確認しても

らっている」が 15.8％、「特に確認してもらっていない」が 15.6％となっていた。 

 

図表47 実施状況報告書の確認状況（複数回答） 

　

事

業

所

数

定

期

的

に

確

認

し

て

い

る

し

て

い

る

医

師

へ

の

提

出

時

に

確

認

際

に

確

認

し

て

い

る

所

か

ら

の

要

請

が

あ

っ
た

連

携

先

の

訪

問

介

護

事

業

特

に

確

認

し

て

い

な

い

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 38 17 41 62 7 31
100.0% 19.8% 8.9% 21.4% 32.3% 3.6% 16.1%訪問看護ステーション  
　

事

業

所

数

も

ら

っ
て

い

る

定

期

的

に

確

認

し

て

い

る

確

認

し

て

も

ら

っ
て

医

師

へ

の

提

出

時

に

て

も

ら

っ
て

い

る

み

依

頼

し

て

確

認

し

確

認

が

必

要

な

時

の

っ
て

い

な

い

特

に

確

認

し

て

も

ら

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

531 153 84 81 83 13 147
100.0% 28.8% 15.8% 15.3% 15.6% 2.4% 27.7%訪問介護事業所  
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○ 各種記録（計画書、指示書、実施状況報告書等）の保管方法については、訪問看護ステーシ

ョンでは、「ステーションでは保管していない」が 39.6％と最も多く、次いで「連携先の訪問

介護事業所で原本を保管し、写しをステーションで保管している」が 27.6％、「ステーション

で原本を保管し、写しを連携先事業所で保管している」が 8.3％となっていた。訪問介護事業

所では、「連携先の訪問介護事業所で原本を保管し、写しをステーションで保管している」が

29.6％と最も多く、次いで「ステーションでは保管していない」が 26.2％、「ステーションで

原本を保管し、写しを連携先事業所で保管している」が 10.7％となっていた。 

 

図表48 各種記録（計画書、指示書、実施状況報告書等）の保管方法 

　

事

業

所

数

保

管

し

て

い

る

し

、
写

し

を

連

携

先

事

業

所

で

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

で

原

本

を

保

管

ー

シ

ョ
ン

で

保

管

し

て

い

る

原

本

を

保

管

し

、
写

し

を

ス

テ

連

携

先

の

訪

問

介

護

事

業

所

で

い

な

い

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

で

は

保

管

し

て

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 16 53 76 11 36
100.0% 8.3% 27.6% 39.6% 5.7% 18.8%

531 57 157 139 30 148
100.0% 10.7% 29.6% 26.2% 5.6% 27.9%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ なお、「③連携している利用者の状況」で各事業所当たり１人想定していただいた最も頻繁に

連携している利用者の属性は以下のとおりである。 

 

図表49 利用者の年齢 

　

事

業

所

数

4

0

歳

未

満

満4

0
～

5

0

歳

未

満5

0
～

6

0

歳

未

満6

0
～

7

0

歳

未

7

0

歳

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

歳

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

歳

）

　

標

準

偏

差

192 31 17 21 40 53 30
100.0% 16.1% 8.9% 10.9% 20.8% 27.6% 15.6% 58.06 20.98

531 101 38 51 93 119 129
100.0% 19.0% 7.2% 9.6% 17.5% 22.4% 24.3% 54.88 22.89訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

図表50 要介護度 

　

事

業

所

数

自

立

要

支

援

1

要

支

援

2

要

介

護

1

要

介

護

2

要

介

護

3

要

介

護

4

要

介

護

5

　

無

　

回

　

答

192 1 2 127 62
100.0% - - - - - 0.5% 1.0% 66.1% 32.3%

531 2 1 4 272 252
100.0% 0.4% - - - - 0.2% 0.8% 51.2% 47.5%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  
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図表51 保険の種類（複数回答） 

　

事

業

所

数

介

護

保

険

法障

害

者

自

立

支

援

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

531 261 287 16 115
100.0% 49.2% 54.0% 3.0% 21.7%訪問介護事業所  

 

図表52 障害高齢者の日常生活自立度 

　

事

業

所

数

J A B C 　

無

　

回

　

答

192 7 130 55
100.0% - - 3.6% 67.7% 28.6%

531 3 4 7 157 360
100.0% 0.6% 0.8% 1.3% 29.6% 67.8%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

図表53 認知症高齢者の日常生活自立度 

　

事

業

所

数

自

立

Ⅰ Ⅱ

a

Ⅱ

b

Ⅲ

a

Ⅲ

b

Ⅳ M 　

無

　

回

　

答

192 55 11 3 4 8 2 16 20 73
100.0% 28.6% 5.7% 1.6% 2.1% 4.2% 1.0% 8.3% 10.4% 38.0%

531 56 12 4 6 8 4 24 32 385
100.0% 10.5% 2.3% 0.8% 1.1% 1.5% 0.8% 4.5% 6.0% 72.5%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  

 



 39 

 

④ 喀痰吸引等に関する連携についての課題や工夫 

 

「④喀痰吸引等に関する連携についての課題や工夫」については、②と同様、現在連携してい

る訪問介護事業所および訪問看護ステーションのうち、最もうまく連携できている訪問介護事

業所（１箇所）を選び、その事業所を想定して回答してもらったものである。 

なお、本節の集計については、実際に連携をしている訪問看護ステーション 192 事業所、訪問

介護事業所 531 事業所をベースとしている。 

 

○ 多職種連携における課題についてみると、訪問看護ステーションでは「連携するための時間

調整が困難」（49.0％）が最も多く、同様に訪問介護事業所でも 42.6％と最も多くなっていた。 

 

図表54 多職種連携における課題（複数回答） 

　

事

業

所

数

所

が

少

な

い

連

携

で

き

る

事

業

が

困

難

ァ
レ

ン

ス

の

開

催

定

期

的

な

カ

ン

フ

制

の

構

築

が

困

難

継

続

的

な

連

携

体

ム

が

少

な

い

る

教

育

プ

ロ

グ

ラ

介

護

職

員

に

対

す

時

間

調

整

が

困

難

連

携

す

る

た

め

の

ウ

が

な

い

連

携

す

る

ノ

ウ

ハ

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 74 92 41 51 94 22 8 22
100.0% 38.5% 47.9% 21.4% 26.6% 49.0% 11.5% 4.2% 11.5%

531 80 189 48 138 226 50 23 114
100.0% 15.1% 35.6% 9.0% 26.0% 42.6% 9.4% 4.3% 21.5%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ 利用者への安全な喀痰吸引等を実施するに当たり留意している事項としては、訪問看護ステ

ーションでは「マニュアルに沿った基本手順を遵守する」（59.4％）が最も多く、次いで「介

護職員が相談しやすい雰囲気作りを行っている」（56.8％）であった。訪問介護事業所では「何

かあったら訪問看護師にすぐ相談するようにしている」が 66.3％と最も多くなっていた。 

 

図表55 利用者への安全な喀痰吸引等を実施するに当たり留意している点（複数回答） 

　

事

業

所

数

し

て

い

る

た

基

本

手

順

を

遵

守

マ

ニ

ュ
ア

ル

に

沿

っ

を

行

っ
て

い

る

や

す

い

雰

囲

気

作

り

介

護

職

員

が

相

談

し

よ

う

に

し

て

い

る

護

師

に

す

ぐ

相

談

す

る

何

か

あ

っ
た

ら

訪

問

看

い

る

情

報

共

有

を

行

っ
て

記

録

や

報

告

に

よ

る

け

て

い

る

を

行

っ
て

い

る

・

受

定

期

的

に

同

行

訪

問

い

る

・

受

け

て

い

る

を

定

期

的

に

行

っ
て

介

護

職

員

へ

の

指

導

共

有

に

努

め

て

い

る

訪

問

事

業

所

内

で

情

報

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 114 109 47 36 29 8 21
100.0% 59.4% 56.8% - 24.5% 18.8% 15.1% - 4.2% 10.9%

531 309 352 261 58 93 236 22 60
100.0% 58.2% - 66.3% 49.2% 10.9% 17.5% 44.4% 4.1% 11.3%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  
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○ 多職種連携を行う上で困っていることは、訪問看護ステーションでは「定期的な手技確認の

時間が取れない」（38.5％）が最も多く、次いで「訪問介護事業所の人材が不足している」「訪

問看護ステーション側に連携するための時間がない」（共に 26.6％）であった。訪問介護事業

所では「訪問介護事業所の人材が不足している」（49.3％）が最も多く、次いで「書類の作成

に手間がかかる」（34.8％）が多かった。 

○ また、特にケアマネジャー（相談支援専門員含む）との連携において困っていることとして

は、訪問看護ステーション、訪問介護事業所共に「喀痰吸引に関しては看護師と介護士に任

せきりである」との回答が多くなっていた。 

 

図表56 現在、多職種連携を行う上で困っていること（複数回答） 

　

事

業

所

数

が

不

足

し

て

い

る

訪

問

介

護

事

業

所

の

人

材

て

い

る

問

事

業

所

が

不

足

し

喀

痰

吸

引

を

行

う

訪

、
指

導

が

継

続

で

き

な

い

の

入

れ

替

わ

り

が

激

し

く

訪

問

介

護

事

業

所

の

人

材

間

が

取

れ

な

い

定

期

的

な

手

技

確

認

の

時

携

が

う

ま

く

い

か

な

い

利

用

者

の

主

治

医

と

の

連

か

る

書

類

の

作

成

に

手

間

が

か

間

が

な

い

側

に

連

携

す

る

た

め

の

時

訪

問

看

護

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

書

い

て

く

れ

な

い

介

護

職

に

指

示

書

を

利

用

者

の

主

治

医

が

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 51 42 74 5 30 51 13 37
100.0% 26.6% - 21.9% 38.5% 2.6% 15.6% 26.6% - 6.8% 19.3%

531 262 175 68 78 43 185 21 27 117
100.0% 49.3% 33.0% 12.8% 14.7% 8.1% 34.8% - 4.0% 5.1% 22.0%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  

 

図表57 特に、ケアマネジャー（相談支援専門員含む）との連携において困っていること（複数

回答） 

　

事

業

所

数

が

不

足

し

て

い

る

喀

痰

吸

引

に

対

し

て

の

知

識

吸

引

に

関

す

る

研

修

が

な

い

援

専

門

員

）
に

対

し

て

喀

痰

ケ

ア

マ

ネ

ジ

ャ
ー

（
相

談

支

ま

り

が

な

い

い

て

安

全

委

員

会

設

置

の

決

サ
ー

ビ

ス

担

当

者

会

議

に

於

あ

る

師

と

介

護

士

に

任

せ

き

り

で

喀

痰

吸

引

に

関

し

て

は

看

護

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 36 40 51 65 17 66
100.0% 18.8% 20.8% 26.6% 33.9% 8.9% 34.4%

531 100 89 84 124 40 264
100.0% 18.8% 16.8% 15.8% 23.4% 7.5% 49.7%

訪問看護ステーション

訪問介護事業所  
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○ 円滑に連携を進めていく上で工夫していることは、訪問看護ステーションでは「訪問介護事

業所が気軽に相談できる雰囲気づくりをしている」（57.8％）が最も多く、次いで「連携先事

業所との信頼関係づくりを進めている」（56.3％）であった。訪問介護事業所では「連携先事

業所との信頼関係づくりを進めている」（49.2％）が最も多く、次いで「連絡を密にとって問

題点を早期に解決している」（34.3％）が多かった。 

 

図表58 円滑に連携を進めていく上で工夫していること（複数回答） 

　

事

業

所

数

い

る

頼

関

係

づ

く

り

を

進

め

て

連

携

先

事

業

所

と

の

信

く

り

を

し

て

い

る

に

相

談

で

き

る

雰

囲

気

づ

訪

問

介

護

事

業

所

が

気

軽

う

な

雰

囲

気

作

り

を

し

て

い

る

軽

に

相

談

に

乗

っ
て

く

れ

る

よ

訪

問

看

護

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

が

気

る共

有

を

的

確

に

行

っ
て

い

記

録

等

を

作

成

し

、
情

報

る点

を

早

期

に

解

決

し

て

い

連

絡

を

密

に

と

っ
て

問

題

情

報

共

有

し

て

い

る

支

援

専

門

員

）
を

通

し

て

ケ

ア

マ

ネ

ジ

ャ
ー

（
相

談

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

192 108 111 42 57 40 5 23
100.0% 56.3% 57.8% - 21.9% 29.7% 20.8% 2.6% 12.0%

531 261 150 158 182 134 14 106
100.0% 49.2% - 28.2% 29.8% 34.3% 25.2% 2.6% 20.0%訪問介護事業所

訪問看護ステーション
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⑤ 喀痰吸引等に関する連携について（連携していない事業所） 

 

以下、「⑤喀痰吸引等に関する連携について（連携していない事業所）」については、喀痰吸引

等において連携をしていない事業所（訪問看護ステーション 1,104 事業所、訪問介護事業所 62

事業所）における回答である。 

 

ア）訪問看護ステーション 

 

○ 平成 25 年 4 月～9 月において、訪問介護事業所から連携の打診があった事業所は 7.7％であ

り、その利用者数の平均は 1.46 人であった。 

 

図表59 訪問介護事業所からの連携の打診の有無（平成 25 年 4 月～10月） 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

1,104 85 980 39
100.0% 7.7% 88.8% 3.5%訪問看護ステーション  

 

 

図表60 ありの場合、その人数 

　

事

業

所

数

2

人

未

満

2
～

3

人

未

満

3
～

4

人

未

満

4
～

5

人

未

満

5

人

以

上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

85 49 18 6 1 11
100.0% 57.6% 21.2% 7.1% - 1.2% 12.9% 1.46 0.76訪問看護ステーション  
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○ 多職種連携における課題についてみると、「連携できる訪問介護事業所が少ない」（25.8％）が

最も多く、次いで「連携するための時間調整が困難」（25.5％）、「介護職員に対する教育プロ

グラムが少ない」（21.2％）となっている。 

 

図表61 多職種連携における課題（複数回答） 

　

事

業

所

数

護

事

業

所

が

少

な

い

連

携

で

き

る

訪

問

介

難レ

ン

ス

の

開

催

が

困

定

期

的

な

カ

ン

フ

ァ

の

構

築

が

困

難

継

続

的

な

連

携

体

制

少

な

い

教

育

プ

ロ

グ

ラ

ム

が

介

護

職

員

に

対

す

る

間

調

整

が

困

難

連

携

す

る

た

め

の

時

と

の

距

離

が

遠

い

連

携

で

き

る

事

業

所

が

不

足

し

て

い

る

的

資

源

な

ど

の

情

報

連

携

先

事

業

所

の

人

いメ
ー

ジ

が

分

か

ら

な

具

体

的

な

連

携

の

イ

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

1,104 285 168 180 234 282 24 189 183 66 415
100.0% 25.8% 15.2% 16.3% 21.2% 25.5% 2.2% 17.1% 16.6% 6.0% 37.6%訪問看護ステーション  

 

イ）訪問介護事業所 

 

○ 訪問介護事業所との連携の依頼のしやすさについては、「連携しにくい」が 32.3％と多くなっ

ていた。 

 

図表62 連携の依頼のしやすさについて（複数回答） 

　

事

業

所

数

連

携

し

に

く

い

が

困

難

ァ
レ

ン

ス

の

開

催

定

期

的

な

カ

ン

フ

制

の

構

築

が

困

難

継

続

的

な

連

携

体

ム

が

少

な

い

る

教

育

プ

ロ

グ

ラ

介

護

職

員

に

対

す

　

無

　

回

　

答

62 20 10 9 12 23
100.0% 32.3% 16.1% 14.5% 19.4% 37.1%訪問介護事業所  

 

○ 多職種連携における課題についてみると、「連携するための時間調整が困難」「具体的な連携

のイメージが分からない」がともに 29.0％と最も多くなっている。 

 

図表63 多職種連携における課題（複数回答） 

　

事

業

所

数

いス

テ
ー

シ

ョ
ン

が

少

な

連
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で

き

る

訪

問

看

護
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の
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催

が

困
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定
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的

な

カ

ン

フ

ァ
レ

構

築

が

困

難

継

続

的

な

連

携

体

制

の

い育

プ

ロ

グ

ラ

ム

が

少

な

介

護

職

員

に

対

す

る

教

調

整

が

困

難

連

携

す

る

た

め

の

時

間

ョ
ン

と

の

距

離

が

遠

い

連

携

で

き

る

ス

テ
ー

シ

報

が

不

足

し

て

い

る

の

人

的

資

源

な

ど

の

情

連

携

先

ス

テ
ー

シ

ョ
ン

ー

ジ

が

分

か

ら

な

い

具

体

的

な

連

携

の

イ

メ

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

62 7 15 8 10 18 3 6 18 10 13
100.0% 11.3% 24.2% 12.9% 16.1% 29.0% 4.8% 9.7% 29.0% 16.1% 21.0%訪問介護事業所  
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⑥ 連携ツールについて 

 

「⑥連携ツールについて」は、全ての事業所（訪問看護ステーション 1,301 事業所、訪問介護

事業所 705 事業所）の回答である。 

 

○ 連携ツールの認知度についてみると、訪問看護ステーションでは「内容も含め知っていた」

が 5.8％、「存在は知っていた」が 23.8％、「知らなかった」が 64.0％であり、訪問介護事業

所では「内容も含め知っていた」が 5.4％、「存在は知っていた」が 11.3％、「知らなかった」

が 66.4％であった。 

 

図表64 連携ツールのことを知っていたか 

　

事

業

所

数

て

い

た

内

容

も

含

め

知

っ

た存

在

は

知

っ
て

い

知

ら

な

か

っ
た

　

無

　

回

　

答

1,301 76 310 833 82
100.0% 5.8% 23.8% 64.0% 6.3%

705 38 80 468 119
100.0% 5.4% 11.3% 66.4% 16.9%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

○ 連携ツール活用の経験については、訪問看護ステーションでは活用経験がある事業所が 1.2％

であった。 

 

図表65 連携ツール活用経験の有無（訪問看護ステーション） 

　

事

業

所

数

あ

る

な

い

　

無

　

回

　

答

1,301 15 1,202 84
100.0% 1.2% 92.4% 6.5%訪問看護ステーション  
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○ 訪問介護事業所に連携ツールの活用希望について尋ねたところ、「思う」が 26.1％、「やや思

う」が 32.3％であった。 

 

図表66 連携ツールを使ってみたいと思うか（訪問介護事業所） 

　

事

業

所

数

思

う

や

や

思

う

あ

ま

り

思

わ

な

い

思

わ

な

い

　

無

　

回

　

答

705 184 228 101 35 157
100.0% 26.1% 32.3% 14.3% 5.0% 22.3%訪問介護事業所  

 

○ 実際に訪問看護・訪問介護連携に活用できるかについて尋ねたところ、訪問看護ステーショ

ン、訪問介護事業所ともに「活用できる」が多くなっている。 

 

図表67 喀痰吸引等において、訪問看護・訪問介護連携の際に活用できるか 

　

事

業

所

数

る大

い

に

活

用

で

き

活

用

で

き

る

な

い

あ

ま

り

活

用

で

き

活

用

で

き

な

い

わ

か

ら

な

い

　

無

　

回

　

答

1,301 107 590 33 6 451 114
100.0% 8.2% 45.3% 2.5% 0.5% 34.7% 8.8%

705 49 272 29 4 191 160
100.0% 7.0% 38.6% 4.1% 0.6% 27.1% 22.7%訪問介護事業所

訪問看護ステーション

 

 

図表68 連携ツールに関する改善点や不足している点などの意見 

■訪問看護ステーション 

○制度に関する部分が不足している 

 喀痰吸引等研修を修了した介護福祉士はどの様な場面でも吸引が可能なのか、吸引を施行する

前に医師、看護師の確認が必要なのか分かりにくい。 

 各事業所で実施するのではなく、市町村等の地域ごとに行う方が良い。小さな事業所では、看

護師も少なく無理があると思う。 

 指導を受ける側の職員（介護）が限定され非常に取得に時間を要する為、もう少し短くできれ

ばと思う。 

 介護職員等を指導する看護師も研修や資格が必要と思っていた。そのあたりがよくわからな

い。 

○研修に関する部分が不足している 

 １号～３号の一定の研修内容について。 

 研修の受講方法、書類の様式などあれば良い。 

 一定の研修（喀痰吸引研修）の受講のしかたがわからないので、具体的に場所、日時が知りた

い。 

 養成研修の具体的な日程や場所、一定研修の開催要項、訪看側としては研修を受け、認定して

いる訪問介護事業所情報がなく、必要書類手続きが分かりにくく、実施に至らない。 
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○連携ツールを簡潔にして欲しい 

 文章が多すぎ、重要な点が理解しにくい。 

 テキストをもう少し簡素化してほしい 

 量が多い。分かりにくい。もっと簡潔に。 

○全体の流れがわかるものが欲しい 

 初めて開始する時に、どんな事務手続が必要なのか。契約は、誰とどんな内容でとりかわすの

か、など具体的に示してあると良い。 

 実際の提出書類の流れ、届出について。 

 必要事項たとえば契約書や連携上必要書類や手技の確認書類に残すのか、どこにどの形で残す

のか。様式はあるのか。などの情報がほしい。 

○様式や、作成例が欲しい 

 資料として書類の一例が示されているが、直ぐ使用できるように何例か、準備されていてはど

うか。 

 マニュアル、計画書、手技確認のチェックリスト等書式が既にでき全国的に統一されていると

助かる（ダウンロード可）。 

 連携ツールの参考様式等がフリーで取り出せて、かつ、追加項目等も入れられると良い。 

 基本手技や各書類・マニュアルの基本項目統一があれば良いと思う。 

 協定書の具体的内容が例にあるとわかりやすい。 

 具体的な研修のすすめ方が掲載されていると助かる。 

 具体的な書類（計画書や報告書）が入っていると介護職にも指導しやすい。 

 計画・記録の記入サンプル（例）があればよい。 

 計画書や指示書等の書式や記入例等があればよくわかる。 

 覚書は、具体例が示されておらずイメージしづらい（例えば…の内容）。 

 覚書について、訪問看護ステーションとしてリスクマネジメント上、法律上留意して書かなく

てはならないことがあれば。 

 指示書、実施記録の例などもあるとよい。 

○チェックリストを作って欲しい 

 チェックリストがついているともっとよい（手順チェックリスト） 

 具体的に何をしなくてはならないのか、必須項目と必須書類など、チェックリストの様に、わ

かりやすい物があるとよいと思う。誰が見てもわかるもの 

 同行指導時に使用するチェックリストの例示もあると良い。 

 看護側、介護事業所側での手技等が確認できる書式（チェックリストのようなもの）があれば

よい。 

○Q&A を作って欲しい 

 Ｑ＆Ａでこまかい制度を解説して欲しい。 

 具体的な（よくある）Ｑ＆Ａがついていれば、より参考にしやすい。 

○吸引・経管栄養に関する部分が不足している。 

 図を入れて手技を載せて頂けると更に活用しやすい。 

 吸引についての、解剖生理などの知識をもう少し深く入れた方がよい。 

 解剖生理やどうしてそれが必要であるかがあればよい。 

 吸引の方法を具体的に。感染予防の方法を具体的に 

 吸引指導看護師についても記入してあるとよい。 

 経管栄養についても同様なものがあるとよい。 

○利用者への説明に関する部分が不足している 

 利用者の承認が必要ではないか。 

 利用者側（吸引される方）への説明はどのように考えるか。研修のための介入であると理解を

求めていかないと協力してもらえるかどうか。訪問看護師、介護職員共にケア提供するタイミ

ングでないと訪看も通常の訪問はなしでの介入はむずかしいと考える。 
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○訪問介護事業所と訪問看護ステーションとの連携に関する説明が不足している 

 訪問看護ステーション側は知っていても、介護事業所が連携ツールどころか、実施にあたり、

何が必要でどんな手続きが必要か、制度等知らない所が多い。介護士及び事業所への連携ツー

ルを充実させてほしい。 

 ケアマネジャーとの連携がわかりづらい。 

 訪問介護事業所向けのツールも見たい。 

 訪問介護事業所ととりかわす書類がまちまちだとさまざまな情報を要求してくるところがあ

るのでそこを書いてもらうと良い。 

 訪問看護ステーション、訪問介護事業所の加算についての説明書き。 

○その他の改善点 

 評価、考察等記入するところがあればよいのではないか。 

 安全対策委員会の設置について、もっとくわしく。 

 連携加算をとっていない場合でも、訪問介護事業所への医師指導書、計画書、報告書を訪看は

管理する必要があるのか。 

 必要時、問い合わせできる窓口を教えてほしい。 

 連携をとっている事業所での事例など具体的に何が大変か、又どのような工夫をしているかな

ど。 

 実際行ったモデルケースなども書いてあると良い。このようなことをしてこうなった、など。 

 定期手技チェックについては、介護職員等の人数が多かったり、入れ替わりが多いケースは、

１回／月のチェックは困難。 

 ケアの中心となる介護スタッフや家族の意欲、向上に頼らないしくみが必要だと思う。 

 主治医が、在宅医でない場合や、安全委員会等についてどうすればよいかわからない。 

 主治医への指示書様式、報告様式又は指示期間や報告提出の頻度など具体的な提示がほしい。 

 

■訪問介護事業所 

○研修に関する部分が不足している 

 もっと具体的にして欲しい。例えば、職員の研修体制の整備だけではなく、どのように整備す

るのか…等。 

 フォローアップ研修等、研修指導後の指導のあり方 

○連携ツールを簡潔にして欲しい 

 書類作成も煩雑すぎて、今後、在宅で普及していくのか疑問である。 

 誰（専門職、利用者、家族）が見ても簡単にわかるツールがよいと思う。 

 同じ内容を記入しなければいけないことが多く、必要性にかける点もあるように思う。 

○様式や、作成例が欲しい 

 ホームページでＵＰしていただき個別作成できるようにしていただきたい。 

 指示書、計画書、報告書などの記入の仕方、記入例などをのせる。 

 マニュアルのフォーマット化。 

○Q&A を作って欲しい 

 Ｑ＆Ａの欄などがあれば、さらに良いのでは。 

○吸引・経管栄養に関する部分が不足している 

 マニュアル、手順書に、経管栄養も作成してほしい 

○利用者への説明に関する部分が不足している 

 家族の役割に関する指針。事前の取り決め（事業者←→家族）の指針、行為（（１）吸引のみ

（２）吸引だけでなく備品の整備）どちらにするかでリスクが大幅に違ってくるため。 

 利用者の方への説明方法があると良いと思う。連携した上で、利用者の方へご理解いただくこ

とも重要だと思う。 

○訪問介護事業所と訪問看護ステーションとの連携に関する説明が不足している 

 サービス担当者会議に、各代表者だけでなく、訪問実施する担当者が、極力出席できれば連携
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が密になると思う。 

 実地研修に訪問看護がどんどん協力してくれないと話は進まない。「これは必要な業務」とい

う認識が広まってほしい。 

○主治医との連携についての部分が不足している 

 医師との連携の仕方が事業所として、一番大変。医師との連携の方法をアドバイスしてくれる

項目があるといい。 

 主治医との連携について。調票類に時間が要すること。書類整備に負担を感じる。 

 悩みは、医師の理解と協力。 

○訪問介護事業所用のものが欲しい 

 訪問介護事業所用のものしかなく、活用できない。マニュアル等の各事業所区分用のもの（サ

ンプル）があればより具体的に利用できると思う。 

 訪問介護・居宅介護向けの冊子も希望。 

 訪問介護事業所では医療職がいない中ですすめていく所も多いため、訪問介護事業所版もある

と良いと思った。 

○その他の改善点 

 現在、医療ケアを実施していない事業所にも配布してほしい。 

 ケアマネジャーと訪問看護ステーションとサービス提供責任者の役割を明確にし、どれについ

ては誰がイニシアティブを取り会議を開くか等をわかるようにする。 

 どちらかというと介護事業所は受け身になりやすい。訪問看護の方から積極的なアプローチが

ほしい。 

 看護師しかできない部分、介護職ができる部分を明確にしてほしい。 

 今後、この制度が、すすむにつれて、より具体的な、問題や事例がでてくるかと思うが、この

ツールに、的確に反映されるかどうか、また、どのようにして（情報を収集して）反映するの

かが不明である。 

 参考について、訪問看護ステーションとの連絡、報告があれば訪問看護ステーションに聞きや

すい。 

 喀痰吸引等行為の必要な利用者に関わることになった時点から、連携するに至った事例を作成

し加えてはどうか。 

 同一法人とかでない為、利用者宅へ訪問看護が入られた時のお手伝い等はさせて頂いているが

連携ツールには少し違うようにも思われる。 

 訪問看護のどの訪問看護ステーションでも一元化されることを希望する。 

 訪問看護は点数が高く、何度も利用できないので、同行研修の訪問時は、低くしてもらいたい。 

 

図表69 今後、連携ツールを普及させていくための効果的な方策 

■訪問看護ステーション 

○喀痰吸引をできる事業所を増やす 

 吸引指導をする訪問看護ステーションを増やす。 

 喀痰吸引の出来る事業所、介護職員を増やす。 

 まず訪問介護事業所が届出をしたり、安全対策委員会など整備する必要がある。 

 研修の申請を提出する時に計画書作成や安全委員会の設置など事業主が理解できるような文

書があったら良い。 

 まずは研修を受けて、連携をとる条件を整えること。 

○PR を行う 

 現状の日本の医療において、介護士の吸引の必要性が認識されていけば広がっていく。 

 とにかく事業所に送り、みてもらうことが必要。 

 存在、内容とも知ってもらうことがまず大切だと思う。 

 ＰＲ、研修（研修参加の為の人的確保）。 

 介護、医療連携に関する研修会等で紹介していく。 

 介護、看護両面からの研修会（合同で）。 
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 看護協会や連絡協議会との連携による会員へのはたらきかけ。 

 研修会等での宣伝。 

 訪問看護・訪問介護事業所等への啓発活動。 

 訪問介護事業所への周知が必要。 

 訪問介護事業所、居宅介護支援事業所への啓発、紹介。 

 主治医となりうる病院・診療所及び喀痰吸引等研修、ケアマネジャーの研修会にも普及される

とよい。 

 喀痰吸引等研修で紹介、周知など。 

○フォーマットをダウンロードできる仕組み 

 ダウンロードが可能であれば良い。 

 ソフトを無料配信する（デジタル化する）。 

 ツールのフォーマットの普及。 

 連携ツールの参考様式等がフリーで取り出せて、かつ、追加項目等も入れられると良い。ある

程度参考となる様式を活用することで、連携ツールが普及され、又、参加訪問看護ステーショ

ンも多くなると思う。 

 全国的に統一された様式（必要書類の）の作成。 

○研修・勉強会を行う 

 具体的事例をあげての研修。 

 研修などで具体的に指導して頂けるとより理解が深まると思う。 

 研修の窓口を、もっと広く、回数も、もっとあると良いのではないか。 

 ガイドラインとして研修会を開催し、周知させていく。 

 定期的な合同研修及び確認、スタッフの質の統一化を図る。 

 定期的な勉強会、学習会などで訪問看護ステーションも訪問介護事業所も顔のみえる関係性の

確立。 

 定期的に見直し、アンケート調査 

 説明会などの開催。 

 やはり訪問介護事業所と顔をあわせてのカンファレンスが必要。 

 訪問看護ステーション全体で勉強会を行う。指導にあたるスタッフはそれを参考にして介護事

業所との連携強化をはかる。 

 訪問看護ステーション連絡協議会なのでの伝達、学習会。その後各事業所に戻り、実践してい

く。 

 連携体制の研修会があると良い。 

 多職種が共同で勉強会や、事例検討会を行っていく。 

 訪問看護ステーション対象の講習会を開催し、その場で説明等があるとよいと思う。 

 訪問看護事業の中に取り込んで学習する場を設ける。 

○連携ツールを配布する 

 喀痰吸引等（介護職による）の教育機関に配布し、教育プログラムに組み込む。 

 ＤＶＤと一緒に送付すると良い。 

 居宅等、施設への郵送（ご案内）。 

 直接送って下さると助かる。 

 今回郵送頂いたことで随分普及されると思う。 

 喀痰吸引を行う申請があった事業所に資料を配布するなどすればよいと思う。 

 ツール自体の存在を知らなかったので、まず各事業所（訪問看護、訪問介護、ケアマネジャー）

に配布してほしい。 

 関係機関・関連研修での配布。 

 訪問介護事業所等にも配布して、喀痰吸引ができる事業所をつかみ、協働で作成してみたらど

うか。 

 訪問介護事業所、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所、病医院への配布。 

 吸引の研修を受ける介護職員や指導者看護師へ配布する。 

 学校（看護・介護）にて使用する。 
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 看護協会や、各都道府県の訪問看護連絡協議会へ配布、研修時に配布等をおこなう。 

○制度について検討を行う 

 義務化・律化する 

 吸引加算をつけるよう法改正。 

 医療保険の方も点数化してもらわないと動きにくいし継続できない。 

 連携に関する加算のひき上げ、診療報酬についての算定。 

 特定事業所の認定機関が書類を確認する。 

○地域との連携を行う 

 地域での活動、連携会議を実施する。 

 地域での広報活動、勉強会。 

 地域と訪問看護ステーションの連携が必要。 

 地域により、訪問看護ステーションの数が少なく、連携を取ることは必要だと思うが現実難し

い。 

 地域に連携できる訪問介護事業所が増えていけば、活用されていくのでは。地域レベルでの勉

強会や講習会を行う。訪問介護事業所と協同して行う。 

 各都道府県の管理者協議会等を通じてインフォメーションする。 

 各都道府県の相談窓口にツールパンフレットを置き、その度、活用する。 

○訪問看護ステーション、訪問介護事業所の連携・理解を得る 

 訪問介護事業所は、どのようにこの制度を利用していきたいかがわからない。リスクの高いサ

ービスなので、介護職員等への指導方法も具体的に入れたほうが良いのでは。 

 訪問介護事業所等と行政との間で制度運用がなされており、訪問看護ステーションをまき込ん

だ動きになっていないため、急に連携を求められても、そもそものモチベーションがない。 

 ツールは分かりやすいので必要とは思うが、人と人との連携、協力が必要なので、制度のすす

め方そのものを考えた方がよいと思う。制度ができたからといって現場は動くのに躊躇する。 

 訪問介護事業所用が必要。利用者はもちろん自分たちの事業所やスタッフを守るために自立し

て考えてほしい。 

 訪問介護事業所側でどのような体制作りが必要とされているのか理解されていないのではと

思われる事があり、別々に説明するのではなく、同席しての制度の説明や指導が必要。広報活

動も。 

 訪問介護事業所、主治医や利用者、家族にも連携の必要性を理解していただく必要がある。 

 訪問介護事業所スタッフの方々も、常に研修で学んだ事を基に勉強会等で再確認し知識を習得

する必要がある。 

 訪問介護事業所における理念、方針の明確化と、意識改革。又、それを支える訪問看護ステー

ションの協力体制とマンパワーの充実。 

 訪問介護事業所に研修を受講する時に渡す。 

 訪問看護師、ケアマネジャー、介護職員等との合同研修会。 

 訪問看護ステーションが連携可能であるという発信をすることも必要。 

 連携がとれる事業所の検討。 

 連携することで双方にどのようなメリット、デメリット、リスクが想定され、利用者にとって

どうなのかを見解として一緒に提供したらどうか。 

 連携する双方がツールを持つことによって共有できる為、吸引等の研修を受ける人に配布（テ

キストと一緒に）していく。 

 訪問看護、訪問介護、共同での吸引、経管栄養等の役割分担等の研修会を開催する。 

 訪問看護ステーションとしての役割、連携に際しどの様な体制が必要なのか報酬上の加算は、

何がどの様に算定できるのかくわしく書かれたツールの作成を希望する。 

 訪問看護と訪問介護のツールを一体化した方が良い。（訪問介護におけるマニュアル内容が不

足のため、原点から示す形） 

 病院などから、退院前に、在宅での指導連携について相談しておく必要があると思う。 

 初回の担当者会議時に連携図を見ながら介護事業所と確認し合うといいかもしれない。 

○集団指導・実地指導に取り入れる 
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 集団指導の内容にとり入れるとよいのでは。 

 集団指導時にアピールする。特にケアマネジャー等調整役わりのスタッフに。 

 実地指導の時などにいただきたい。 

○医師の理解を得る 

 医師側にも周知して欲しい。 

○事後調査の公開 

 実際に行っている訪問看護ステーションにアンケートをとる。 

 調査の継続およびその内容の検討。 

 実施している所の、いい所や、困っている事を定期的に調査する。その体験（事例）、他の施

設にも見ることができるようになるとよい。 

 現在、連携がうまく行っているケースを沢山出して、ツールを改善してもらうと良いと思う。 

○その他の方策 

 定期的に見直しを行っていく。 

 介護施設は大いに活用できると思うが、訪問看護が普及させるということではないと思う。訪

問看護では家族に指導しているので訪問介護は呼ばないと思う。 

 介護事業所が痰吸引等の連携方法や、医療行為に対して消極的な事業所が多いので、介護事業

所を対象とするツールを発行する。 

 訪問看護ステーション側の負担がそして責任が大きい様に感じる。委ねるより看護師が実施す

るという以前の型の方が良いと感じた。 

 全く前例のない訪問看護ステーションと訪問介事業所どうしが、一から始める時の１つ１つの

手順書類等の詳しい説明（マニュアル）の例。 

 相談窓口を明確にしておく事。 

 退院時の連携をどの様にとるか。訪問看護ステーション看護師の、訪問介護員との連携力アッ

プ。 

 在宅における喀痰吸引等連携ツールの冊子、Ａ４版とポケット版の作成、いつでも活用できる

ようにできればよい。 

 

■訪問介護事業所 

○喀痰吸引をできる事業所を増やす 

 喀痰吸引を行えること自体が、あまり知られていないのと、リスクを考えて、訪問介護事業所

等は避けていると考えられる。研修の頻度等を増やし、まずは認知度を高めると良い。 

 登録特定行為事業者が増えることによって、このツールは必ず必要になると思う。 

 喀痰吸引実施事業所を増やすべく研修の実施と研修の見直し。 

 「教える看護師も、研修を受けていなければいけない」これは、仕事として長年やっているの

で身に付いていると思われるため、研修は省けるのではないか。 

○事業者登録時に、連携ツールを配布する 

 事業者登録の際に作成に苦労したので、最初に知っていれば活用できた。 

 事業所登録をした際にすぐに頂けたら良かった。 

 事業所が県に登録した時に送ってほしかった。 

 喀痰を行なっている事業所へ許可証と同時に送付して頂く。 

 喀痰吸引等の研修時、又は、研修終了時に配布して頂きたい。 

○PR を行う 

 現場の状況等を今以上に把握し、ケアマネジャーや、病院等にも、喀痰吸引実施について知っ

てもらいたい。 

 多くの方に認知されること。 

 現在においても、この連携ツールの存在が不明であったため、どこに存在しているのかの周知

がまず必要だと思う。 

 利用者様自体に周知していくこと。 

 難しくないことをもっと普及して欲しい 
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 どの介護事業所でも、「取り組まなければ！！」と思わせるツールであるとありがたい。スキ

ルアップは当然だが、記録、研修など、むずかしいと思わせる案内をどうわかりやすくするか。 

○フォーマットをダウンロードできる仕組みを作る 

 中央法規出版の「サービス提供責任者仕事ハンドブック」に吸引について色々書式がのってい

るので（医師指示書、報告書なども）それらも何かの資料にしてもらうとよいと思う。 

 フォーマット化、データ化。 

 ホームページに掲載。 

 連携事例や書式集、制度上のＱ＆Ａ等情報発信。 

○研修・勉強会を行う 

 活用する為の事例を上げ研修会をおこない、広報していく。 

 研修は当然ながら、一部の方だけでなく、全員が受ける事。個別に事業所へ訪問して研修を行

う事。 

 研修会で活用方法の直接的レクチャーをすすめる。 

 研修会のような場で、事業所としての取組み方や実践報告会を開き、参考になる、自事業所で

も活用したい事例等を見聞きし、どんどん展開して行くと良いかと思う。 

 この連携ツールの存在を例えば連携の大切さを講座等の開催も良いかと思う。 

 すべての訪問看護ステーションも対象に研修を行う。 

 もっと、定期的に確認できるような工夫をぜひお願いします。 

 利用者が介護保険、障害区分の利用を基盤としているのでケアマネジャーも組み入れた研修、

利用者に関わる者たちが認識できる体制づくりが大切だと思う。 

 喀痰吸引の研修、もしくは看護師による同行研修の際など連携についての説明を設けると良

い。 

 看護師自身がコーディネートする役割を自覚できるように事業所内で、ロールプレイなどに取

り組む等。 

 登録している事業所と看護とのコミュニケーション作りになるような場所を作ってほしい。

（研修、講演会…など） 

○カンファレンスの開催 

 定期的なカンファレンスの開催。 

 定期的な見直し、その利用者に関わるスタッフが常に共通認識を持っていられるよう、定期的

にカンファレンス等を開いていくことが、効果的と考える。 

 合同のカンファレンス。 

○連携ツールを配布する 

 定期的な見直しを行い、更新していく。研修会等で配布。 

 配布と周知（都道府県による等） 

 事業所に送る。 

 各事業所に保管や市役所、ケアマネジャーに配布。 

 各訪看への配布と、実施している訪問介護事業所に配布。病院側などにも配布頂き、情報提供

出来ると良い。 

 医療的ケアについての制度の理解が業者によってバラつきが見られる事が大きな問題になっ

ていると感じているので、このようなツールで、啓蒙の機会を増やせるのは良いと思う。現在、

医療ケアを実施していない事業所にも配布してほしい。 

○制度について検討を行う 

 「医療的ケア」は、制度が開始されても、依然として拡大していかない。各県で、看護、介護

が合同でシンポ・セミナーを開催し、「そのような取り組みをしないと社会的責務を果すこと

になりませんよ」という雰囲気を作っていきたい。 

 訪問介護の方にこそ連携加算をつけ、ツールの利用などを要件とする。 

 行政指導。 

 義務化、報酬の導入。連携することを必須にすればツールを自然に活用すると思う。 

 利用サービスの中で設定されている情報共有の場（ツールで呼ばれている安全対策委員会）が、
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介護・障害他の厚労省が定める運営基準の中に示されることがあれば、良いと思う。 

 訪問看護師との連携を充実したものにしていく為には、現状では事業所負担の費用がかかりす

ぎる。訪問看護ステーションへの指導料も含め、改善が必要と思われる。それが明確であれば

必然的に普及されるものと思う。 

 介護職員が喀痰吸引を実施したがらない為、今後の目途は立たず、当事業所としても、今後利

用者を減らさざるを得ない。介護報酬に問題あり。 

○地域との連携を行う 

 市町村、行政のかかわりが必要。 

 市役所の集団指導時に普及してもらえたら、よいと思う。 

 福祉行政に対しの働きかけ。 

 都道府県等、指定機関に認めてもらって、申請のマニュアルにすべし。 

 県などでも勧めてもらえると普及できる。 

○訪問看護ステーション、訪問介護事業所、居宅介護事業所の連携・理解を得る 

 訪問看護事業所にも情報の共有化をお願いしたい。 

 訪問看護されている事業所に、積極的に指導して頂いて、訪問看護の方から、声をかけて頂き

たい。 

 訪問看護、介護の事業所だけでなく居宅事業所にも提案していくと良いと考える。 

 訪問看護、介護の定期的ケア会議などをできる場を、多く作ることで交流も必要かと思う。 

 訪問看護ステーションと同一の訪問介護事業所が行うと一番連携がとれると思う。 

 訪問看護と、訪問介護と一緒の研修があったらよい。 

 訪問看護側に、介護職員等の喀痰吸引が可能になっている事が伝わっているのかどうか、介護

支援専門員が、プラン立てをし、連携を促してほしい。 

 ケアマネジャー、訪問看護ステーションに連絡と協力をお願いする。 

 ケアマネジャーにもっと理解してもらってツールを活用してもらうと良い。 

 担当者会議などでケアマネジャーが中心となり連携がとれればより効果的だと思われる。 

 知識不足等で連携がとりづらい。訪問看護事業所、居宅の事業所の考えの違いがあり、やりづ

らい部分がある。 

 看護協会で訪問看護ステーションへの介護事業所との連携方法の指導をして欲しい。 

 看護師、訪問介護員、家族の手技の統一をきっちりとしてほしい。 

 訪問介護員の増員とやる気持。 

 居宅事業所の方たちにも利用して頂くことで制度の理解してもらえると、この制度の活用が広

がるのではないか。 

 各々の事業所や訪問看護ステーションへの周知を図っていただき、当事業所のような医療法人

母体以外でも連携が取りやすい環境作りが望まれる。 

○医師の理解を得る 

 医師に本連携ツールの理解を深めてもらう事が重要。 

 開業医の医師にも、訪問介護で行える。地域にどの事業所がどこと連携をとりながらやってい

る実績を示していくことで、在宅での利用者が増え、必要ツールとして認識いただけると思う。 

 事業所のみでなく病院の医師にも制度の理解が必要だと考える。医療機関と事業所の情報共

有。 

 主治医を頂点とするヒエラルキーの中に介護が組み込まれていっている訳で、これは時代に逆

行している。何でもかんでも主治医におうかがいを立てるのは全体主義的で社会主義的。もっ

と自由を。 

○相談支援専門員への周知 

 相談員からの発進があると、より密に連携が図られる。 

 相談支援専門員へ知ってもらい、活用していく。 

 福祉現場でも必要とされるような仕組みをつくれば、埋もれたニーズと接する機会の多い相談

支援員らが広めてくれるのではないか。 

○事後調査の公開 



 54 

 連携ツールの試用事業に参加できる事業所を、積極的に募集し、事後調査を多く集め、公開し

ていく。 

 連携ツールを活用して、円滑に連携している事例や、問題点、ヒヤリハットなどのＱ＆Ａを定

期的に事業所に発行して頂けると、他事業所での様子も分かり、活用につながって来るのでは

ないか。 

 今回の調査についての意見などが聞けたらよい。 

 継続的な調査。 

○その他の方策 

 在宅医療における「医療的ケア」の確立及び認知度の向上。 

 実地指導で活用の有・無を確認する。 

 現在、吸引等を必要としている人の情報を、定期的に広報し、ツールを活用することで、リス

クマネジメントになるという視点を入れる。 
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※参考：事業所の属性 

①訪問看護ステーション 

 

図表70 開設年月 

　

事
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所

数

～

平

成
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月

平
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1
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3

月

平

成

5

年

4

月
～
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年
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年
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2

0

年

3

平

成

1

5

年

4

月

～平

成

2

0

年

4

月

　

無

　

回

　

答

1,301 23 313 356 219 298 92
100.0% 1.8% 24.1% 27.4% 16.8% 22.9% 7.1%訪問看護ステーション  

 

図表71 開設主体 

　

事
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団

・
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・
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株

式
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人
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N

P

O
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特

定

非

営

利

活

動

個

人

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

1,301 53 13 105 442 176 60 354 20 2 50 26
100.0% 4.1% 1.0% 8.1% 34.0% 13.5% 4.6% 27.2% 1.5% 0.2% 3.8% 2.0%訪問看護ステーション  

 

 

図表72 併設施設 

　

事

業

所

数

併

設

施

設

あ

り

併

設

施

設

な

し

　

無

　

回

　

答

1,301 998 280 23
100.0% 76.7% 21.5% 1.8%訪問看護ステーション  
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図表73 併設施設：ありの場合、併設施設の実施するサービス（複数回答） 
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介
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業

所

居

宅

介

護

支

援

事

そ

の

他

　

無

　

回

　

答

998 64 206 57 340 167 84 85 267 265 367 8 102 774 122 3
100.0% 6.4% 20.6% 5.7% 34.1% 16.7% 8.4% 8.5% 26.8% 26.6% 36.8% 0.8% 10.2% 77.6% 12.2% 0.3%訪問看護ステーション  

 

図表74 訪問看護職員数 

　

事

業

所

数

（
単

位
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）
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均
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標

準
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所
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事

業

所
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（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

看護師 1,301 3.61 2.24 1,301 2.39 2.74 1,301 4.58 6.76

准看護師 1,301 0.30 0.78 1,301 0.28 0.84 1,301 0.87 17.94

常勤実人数 非常勤実人数 常勤換算数

 

 

図表75 訪問看護職員数（常勤換算数） 

　

事

業

所

数

0

人

3

人

未

満

3
～

5

人

未

満

5
～

1

0

人

未

満

1

0

人

以

上

　

無

　

回

　

答

1,301 14 361 505 360 53 8
看護師 100.0% 1.1% 27.7% 38.8% 27.7% 4.1% 0.6%

1,301 921 351 16 4 1 8
准看護師 100.0% 70.8% 27.0% 1.2% 0.3% 0.1% 0.6%  

 

図表76 利用者数 

　

事

業

所

数

0

人

1

0

人

未

満
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0
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2

0

人
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人
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3

0

人
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無

　

回

　

答

（
単

位

：

人

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

1,301 26 424 368 178 187 118
医療保険 100.0% 2.0% 32.6% 28.3% 13.7% 14.4% 9.1% 18.31 21.58

1,301 20 66 141 164 792 118
介護保険 100.0% 1.5% 5.1% 10.8% 12.6% 60.9% 9.1% 49.87 39.39

1,301 1,061 93 5 1 23 118
その他 100.0% 81.6% 7.1% 0.4% 0.1% 1.8% 9.1% 1.68 15.05  
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図表77 延べ訪問回数 

　

事

業

所

数

0

回

5

0

回
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満
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1

0

0

回
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2

0

0
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上

　

無

　

回

　

答

（
単

位

：

回

）

　

平

　

均

　

値

（
単

位

：

回

）

　

標

準

偏

差

1,301 25 266 301 313 231 165
医療保険 100.0% 1.9% 20.4% 23.1% 24.1% 17.8% 12.7% 131.23 127.81

1,301 23 64 111 300 638 165
介護保険 100.0% 1.8% 4.9% 8.5% 23.1% 49.0% 12.7% 277.78 254.23

1,301 1,018 88 11 5 14 165
その他 100.0% 78.2% 6.8% 0.8% 0.4% 1.1% 12.7% 8.43 80.13  

 

 

図表78 加算の取得状況：介護保険 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

1,301 1,114 163 24
緊急時訪問看護加算 100.0% 85.6% 12.5% 1.8%

1,301 1,191 93 17
特別管理加算 100.0% 91.5% 7.1% 1.3%

1,301 886 353 62
退院時共同指導加算 100.0% 68.1% 27.1% 4.8%

1,301 122 1,005 174
看護・介護職員連携強化加算 100.0% 9.4% 77.2% 13.4%

1,301 619 583 99
複数名訪問看護加算 100.0% 47.6% 44.8% 7.6%

1,301 491 687 123
長時間訪問看護加算 100.0% 37.7% 52.8% 9.5%

1,301 756 463 82
サービス提供体制強化加算 100.0% 58.1% 35.6% 6.3%  

 

図表79 加算の取得状況：医療保険 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

1,301 1,003 259 39
24時間対応体制加算 100.0% 77.1% 19.9% 3.0%

1,301 321 796 184
24時間連絡体制加算 100.0% 24.7% 61.2% 14.1%

1,301 1,111 162 28
特別管理加算 100.0% 85.4% 12.5% 2.2%

1,301 325 821 155
在宅患者連携指導加算 100.0% 25.0% 63.1% 11.9%

1,301 313 833 155
在宅患者緊急時等カンファレンス加算 100.0% 24.1% 64.0% 11.9%

1,301 797 416 88
緊急訪問看護加算 100.0% 61.3% 32.0% 6.8%  
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図表80 ターミナルケアへの対応 

　

事

業

所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

1,301 882 369 50
介護保険：ターミナルケア加算 100.0% 67.8% 28.4% 3.8%

1,301 895 345 61
医療保険：ターミナルケア療養費 100.0% 68.8% 26.5% 4.7%  

 

図表81 在宅療養支援診療所との連携ステーションになっているか 

　

事

業

所

数

は

い

い

い

え

　

無

　

回

　

答

1,301 660 574 67
100.0% 50.7% 44.1% 5.1%訪問看護ステーション  

 

図表82 定期巡回・随時対応訪問介護看護事業所と連携しているか 

　

事

業

所

数

は

い

い

い

え

　

無

　

回

　

答

1,301 75 1,178 48
100.0% 5.8% 90.5% 3.7%訪問看護ステーション  
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②訪問介護事業所 

図表83 開設年月 
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0
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4

月

　

無

　

回

　

答

705 21 23 199 233 166 63
100.0% 3.0% 3.3% 28.2% 33.0% 23.5% 8.9%訪問介護事業所  

 

図表84 開設主体 
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無

　

回

　

答

705 12 45 112 33 11 28 355 82 4 7 16
100.0% 1.7% 6.4% 15.9% 4.7% 1.6% 4.0% 50.4% 11.6% 0.6% 1.0% 2.3%訪問介護事業所  

 

 

図表85 併設施設 

　

事

業
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数

併

設

施

設

あ

り

併

設

施

設

な

し

　

無

　

回

　

答

705 481 189 35
100.0% 68.2% 26.8% 5.0%訪問介護事業所  
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図表86 併設施設：ありの場合、併設施設の実施するサービス（複数回答） 
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他

　

無

　

回

　

答

481 41 26 4 24 28 54 17 171 31 206 10 35 330 149 1
100.0% 8.5% 5.4% 0.8% 5.0% 5.8% 11.2% 3.5% 35.6% 6.4% 42.8% 2.1% 7.3% 68.6% 31.0% 0.2%訪問介護事業所  

 

図表87 事業所区分（複数回答） 
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護

居

宅

介

護

重

度

訪

問

介

護

　

無

　

回

　

答

705 566 476 436 68
100.0% 80.3% 67.5% 61.8% 9.6%訪問介護事業所  

 

図表88 訪問介護職員数 
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平

　

均

　

値

（
単

位

：

人

）

　

標

準

偏

差

訪問介護員 705 6.32 6.72 705 18.54 20.89 705 8.73 9.15

　うち、介護福祉士 633 4.05 4.45 601 4.83 5.91 636 4.17 4.50

常勤実人数 非常勤実人数 常勤換算数

 

 

図表89 訪問介護職員数（常勤換算数） 
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回

　

答

705 7 95 155 205 181 62
訪問介護員 100.0% 1.0% 13.5% 22.0% 29.1% 25.7% 8.8%

636 44 131 109 160 192
　うち、介護福祉士 100.0% 6.9% 20.6% 17.1% 25.2% 30.2% -  
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図表90 認定従事者数 
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平
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単

位
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人

）

　

標

準

偏

差

705 487 60 15 8 4 131
第1号研修修了者数 100.0% 69.1% 8.5% 2.1% 1.1% 0.6% 18.6% 0.42 1.63

705 485 64 11 6 8 131
第2号研修修了者数 100.0% 68.8% 9.1% 1.6% 0.9% 1.1% 18.6% 0.50 2.27

705 246 126 94 72 36 131
第3号研修修了者数 100.0% 34.9% 17.9% 13.3% 10.2% 5.1% 18.6% 2.67 4.19

705 309 96 80 63 26 131
経過措置対象者数 100.0% 43.8% 13.6% 11.3% 8.9% 3.7% 18.6% 2.26 5.64  

 

図表91 実利用者数 
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705 143 113 34 46 288 81
介護保険 100.0% 20.3% 16.0% 4.8% 6.5% 40.9% 11.5% 50.78 127.41

705 139 247 93 50 95 81
障害者自立支援法 100.0% 19.7% 35.0% 13.2% 7.1% 13.5% 11.5% 14.10 22.50

705 438 156 20 3 7 81
自費 100.0% 62.1% 22.1% 2.8% 0.4% 1.0% 11.5% 1.91 8.14  

 

図表92 延べ利用者数 
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705 116 85 31 49 174 250
介護保険 100.0% 16.5% 12.1% 4.4% 7.0% 24.7% 35.5% 390.37 773.41

705 129 169 25 39 93 250
障害者自立支援法 100.0% 18.3% 24.0% 3.5% 5.5% 13.2% 35.5% 135.35 604.85

705 341 93 8 7 6 250
自費 100.0% 48.4% 13.2% 1.1% 1.0% 0.9% 35.5% 5.09 22.73  
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図表93 加算の取得状況：訪問介護 

　

事
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所

数

あ

り

な

し

　

無

　

回

　

答

705 79 420 206
特定事業所加算（Ⅰ） 100.0% 11.2% 59.6% 29.2%

705 133 371 201
特定事業所加算（Ⅱ） 100.0% 18.9% 52.6% 28.5%

705 33 418 254
特定事業所加算（Ⅲ） 100.0% 4.7% 59.3% 36.0%  

 

図表94 加算の取得状況：居宅介護・重度訪問介護 
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な

し

　

無

　

回

　

答

705 108 392 205
特定事業所加算（Ⅰ） 100.0% 15.3% 55.6% 29.1%

705 83 390 232
特定事業所加算（Ⅱ） 100.0% 11.8% 55.3% 32.9%

705 21 417 267
特定事業所加算（Ⅲ） 100.0% 3.0% 59.1% 37.9%

705 211 345 149
喀痰吸引等支援体制加算 100.0% 29.9% 48.9% 21.1%  
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２．ヒアリング調査 

 

（１）ヒアリングの概要 

① 目的 

全国調査の結果から、実際に訪問看護ステーションと連携して喀痰吸引等を行っている登録

特定行為事業者（訪問介護事業所）を抽出し、連携方法・内容・工夫点等について聞くととも

に、昨年度研究事業で作成した連携ツール（ver.1）を活用していただき、その有用性や改善点

等について意見等を収集し、連携ツールの改訂版（ver.2）の作成に活用することを目的として

実施した。 

 

② 調査対象と方法 

全国調査の結果から、実際に訪問看護ステーションと連携して喀痰吸引等を行っている登録

特定行為事業者（訪問介護事業所）のうち、ヒアリングに同意が得られた事業所の中から、介

護職員が吸引等を実施している利用者数が多い事業所など５事業所（５地域）をヒアリング調

査対象事業所として選定した。 

ヒアリングは、登録特定行為事業者（訪問介護事業所）及び連携先の訪問看護ステーション

を対象に行い、連携方法・内容・工夫点等を聞くとともに、昨年度研究事業で作成した連携ツ

ール（ver.1）を活用していただき、その有用性や改善点等について意見等を収集した。 

 

対象 箇所数 

訪問看護ステーション 

訪問介護事業所 

5 箇所 

※各々訪問看護ステーションおよび訪問介護事業所にヒアリング 

 

対象となる事業所（地域）は以下のとおりである。 

 

1 愛知県 A 訪問介護事業所／連携先訪問看護ステーション 

2 山梨県 B 訪問介護事業所／連携先訪問看護ステーション 

3 東京都 C 訪問介護事業所／連携先訪問看護ステーション 

4 新潟県 D 訪問介護事業所／連携先訪問看護ステーション 

5 東京都 E 訪問介護事業所／連携先訪問看護ステーション 

 

（２）ヒアリング結果 

＜連携ツール（ver.1）の修正に関する意見＞ 

・ 介護職側についても、同じものを共有しながら具体的な相談ができるとよい。 

・ 連携を始める前の基礎知識として、訪問看護ステーションとしてどんな書類が必要で何をす

るのかがわからないので、必要書類一覧などがあるとよい。 

・ 訪問看護ステーションと訪問介護事業所の契約書のひな型があると良い。 

・ ケアマネジャーの役割が明確になっていないので、ケアカンファレンスの開催や医師への連
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絡（カンファレンスの参加依頼）など記載しておいてほしい。 

・ 介護職員にもアンビューバッグについて教えてはどうか。 

・ 必要な備品をそろえる職種（医師・訪問看護・家族・訪問介護など）を明記する、もしくは

退院時に取り決めるようにする等を記載してはどうか。 

・ どの様な書類を訪問介護事業所が作成し、訪問看護ステーションは何を確認しなければなら

ないのか示して欲しい。 

■４．１緊急時の連絡方法・対応体制について 

・ 利用者ごとに具体事例と対応方法をあげて見える場所へ掲示するようにと記載した方が良い。 

・ 例えば利用者宅で全員が見ることができるように、掲示するものはより簡単なものが良い。 

・ 時系列もしくは連絡優先順に並んでいると良い。 

■４．２安全対策委員会・研修等への参加協力について 

・ ヒヤリハット報告書の様式があるとよい。 

・ カンファレンスの記録用紙（必要な検討事項が示されている）。 

・ ケアマネジャーにも周知できるようなツールにして欲しい。 

■４．３書類の作成の協力・参加について 

・ 書類（業務方法書・手順書など）のひな型が欲しい。 

・ 文書の保管のこと、複数指導看護師の場合、連名でよいのか等、記載方法など一つ一つわか

らなくて確認して準備することが大変であった。書類の量も多すぎる。必要書類、記載方法

が、すぐにわかるようなものがあるとよい。 

・ 書類の確認や協力など必要だと思うが、訪問看護ステーションからの発信だけではなく、訪

問介護事業所から声かけしてもらえる様な記載等あればよい。 

■４．４介護職員等の手技等の確認について  

・ 指導される側と指導する側の動きが記載してあると分かりやすい。 

・ 手技の確認はチェックリストを作って具体的にチェックが出来るようにしたほうが良い。 

■４．５感染予防対策への協力について 

・ 手順書や計画書に盛り込めるのであれば、盛り込むようにアドバイスを入れてほしい。 

・ 感染予防についても手順書や計画書などの中に記載してあれば新たに書類として作成しなく

ても良いとしてはどうか。これを明記してほしい。 

・ 吸引による感染と、経管栄養による感染に関する注意事項と、それぞれ必要なケアの項目や

方法を示してほしい。 

■様式について 

・ 記入例が欲しい。 

・ 連携についての覚書はケアマネジャーも含めた書面が良いのではないか。 

・ 医師、看護師が記載できるノート形式であるとよい。 

・ 連絡先のリストにはケアマネジャーを加えてもらいたい。 

・ 看護師による「指導計画書」も必要なのではないか。 

・ 介護事業所から医師に説明ができるような書類があるとよい。 

 

 



 65 



 66 

３．連携ツール 

 

（１）連携ツールの概要 

認定特定行為業務従事者が、安全に喀痰吸引等を行うためには、訪問看護ステーション等と

の医療連携体制を速やかに構築することが必要である。制度改正後、訪問介護事業所等から訪

問看護ステーションに連携を求められるようになってきているものの、具体的にどのように連

携すればよいかがわかりにくい現状にある。 

このため、訪問看護ステーション向けに訪問介護事業所等と連携する際に必要な事項・手順

等を示した連携ツールを昨年度作成し、今年度はさらなる内容の充実のため、訪問看護ステー

ションや訪問介護事業所の意見を踏まえ、改訂版を作成した。 

 

（２）「在宅における喀痰吸引等連携ツール」 

本事業で作成した「在宅における喀痰吸引等連携ツール」の目次構成は以下の通りである。 

実際の「在宅における喀痰吸引等連携ツール」については、巻末の参考資料参照のこと。 

 

目 次 

 

１．連携ツール作成の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

２．介護職員等による喀痰吸引等制度の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

３．連携体制の構築及び役割分担・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

４．具体的な連携方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

４.１ 訪問看護ステーションと訪問介護事業所等の連携・・・・・・・・・・・・・ ８ 

４.２ 緊急時の連絡方法・対応体制について・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

４.３ 安全対策委員会等への参加協力について・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

４.４ 書類の作成への協力・参加について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

４.５ 介護職員等の手技等の確認について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

４.６ 感染予防対策への協力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

５．よくある質問・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

参考資料１：介護職員喀痰吸引に係る連携についての覚書（例）・・・・・・・・・・  20 

参考資料２：個別の利用者ごとの関係機関（例）・・・・・・・・・・・・・・・・・  21 

参考資料３：連絡先リスト（例）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  22 

参考資料４：在宅における喀痰吸引等連携のためのチェックリスト・・・・・・・・・ 23 

参考資料５：喀痰吸引等業務に関する参考様式例・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

 

 

 

 

昨年度作成した「在宅における喀痰吸引等連携ツール ver.1」からの主な変更点を次頁以降

に記載する（噴出し部分が ver.1 からの主な変更点）。 
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注釈として、表紙の後ろに

移動 

文字が多いため、分かりやすく文章

を短縮。 

「訪問介護事業所等と一緒に活用で

きる内容」であることを強調。 
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目次を変更 

 

１．連携ツール作成の目的 

２．介護職員等による喀痰吸引等制度の概要 

３．連携体制の構築及び役割分担 

４．具体的な連携方法 

４.１ 訪問看護ステーションと訪問介護事業所等の連携 

４.２ 緊急時の連絡方法・対応体制について 

４.３ 安全対策委員会等への参加協力について 

４.４ 書類の作成への協力・参加について 

４.５ 介護職員等の手技等の確認について 

４.６ 感染予防対策への協力 

５．よくある質問 

参考資料１：介護職員喀痰吸引に係る連携についての覚書（例） 

参考資料２：個別の利用者ごとの関係機関（例） 

参考資料３：連絡先リスト（例） 

参考資料４：在宅における喀痰吸引等連携のためのチェックリスト 

参考資料５：喀痰吸引等業務に関する参考様式例 
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訪問看護ステーションが訪問介護事業所等と連携

する必要性を明確にするため、社会福祉士及び介

護福祉士法施行規則の一部を改正する省令を追加

して紹介。 

・医療関係者との連携に関する基準 

・喀痰吸引等を安全・適正に実施するための基準 
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研修の種類を分かりやすく囲みで表示。 

介護福祉士の国家試験に関する法律案の

提出の状況を追記。 
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Ver.2 の P13 に移動 
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参考資料として巻末に移動し、参考書

籍とあわせて掲載。 
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喀痰吸引等に関する関係者・機関の役割につ

いて紹介するページを追加。 

在宅における連携イメージ図を追加し、各機

関・関係者の役割、業務内容等を紹介。 

訪問看護ステーションと訪問介護事業所等

との連携内容について、全体像を紹介するペ

ージを追加（4.1 訪問看護ステーションと訪

問介護事業所等との連携） 

施行通知（平成 23 年 11 月 11 日社援発 1111

第 11 号）から、訪問介護事業所等で確保す

べき備品等を追加 
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利用者 A さんへの説明と同意につい

て追加し、訪問看護師の支援につい

ても記載。 

 

ケアカンファレンスや情報共有につ

いて、ケアマネジャーとの連携を追

加。 

義務事項か、取り決めにより対応す

る事項かの区別を追加。 

「安全確認」とは、「安全確認（手技

の確認等）」であることを明記。 
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管理者だけでなく、サービス

提供責任者を追加。 

具体的な工夫（居室の見えや

すいところに掲示）を追加。 
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活用できる会議について、リストアップする

形に修正。 

議題の例として、「覚書について」「感染予防

対策」「研修の実施」を追加 
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訪問看護ステーションからは、喀痰吸引等の

際に生じることが予測される事項を予め提

供し、予防策を話し合う必要性を追加。 

旧ツール ver.1 の P3 から、訪問看護ステー

ションのうち訪問介護事業所と喀痰吸引等

の連携を実施している割合を移動。 

ポイントとして、雰囲気づくりに関する内

容を追加。 
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利用者個別の手順書については、訪問介護計

画書の中に記載する形でもよい旨を追加。 

マニュアルの作成方法について、ポイントと

して囲んで掲載。 
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介護保険利用者の場合のケアマネジャーと

の連携方法・内容について追加。 

情報共有の工夫点を追加して紹介。 

医師と訪問介護事業所等との指示書、個別計

画書、報告書について説明を追加。 

訪問看護ステーションが主治医と調整して

良好な関係を築く重要性を追加。 

主治医からの指示書を訪問介護事業所等と

一緒に確認する点、感染症の利用者の場合の

注意点をポイントとして追加。 

訪問看護ステーションから訪問介護事業所

等へのコメントの返し方について、工夫例を

追加。 
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文章を箇条書きに修正。 

主治医の確認について、ポイントとして囲

みの中で表示。 
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感染予防について、新たな書式は作成しない

でもよいこと、安全対策委員会での議論の必

要性を追加。 

「5.よくある質問」として、基本的な QA を

５問追加。 
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覚書の内容について、具体的な文例を追加。

また、書式を横にして、訪問看護ステーショ

ンと訪問介護事業所等の実施内容を比較し

やすいように変更。 

覚書とは別に、委託契約書を交わす場合

もあることを追加。 
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関係機関として、「介護事業所」の枠を

追加。 
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「緊急連絡先」から関係機関・関係者を記

載する「連絡先」に変更。 

利用者の「住所」欄を追加。 

関係する介護職員数が多いため、「管理者

名」に変更 

居宅介護支援事業所の「事業所名称」「連絡

先」「管理者名」欄を追加。 
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参考資料４：在宅における喀痰吸引等連携のためのチェックリスト を

追加。 

参考資料５：喀痰吸引等業務に関する参考様式例 として以下を追加。 

 

医師が作成する様式 

■別添様式 34：介護職員等喀痰吸引等指示書 

 

訪問介護事業所等が作成する様式 

■別添様式１：喀痰吸引等業務（特定行為業務）計画書 

■別添様式２：喀痰吸引等業務（特定行為業務）の提供に係る同意書 

■別添様式３：喀痰吸引等業務（特定行為業務）実施状況報告書 

■別添様式４：喀痰吸引等業務（特定行為業務）ヒヤリハット・アクシ

デント報告書 

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則）社会福祉士及び介護福祉士法施

行規則の一部を改正する省令（抜粋） を追加。 

【参考資料・書籍等】を移動し、喀痰吸引・経管栄養研修テキスト等の

参考書籍を追加。 
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４．介護職員等による喀痰吸引等の在宅連携の普及のための検討委員会 

 

介護職員等による喀痰吸引等を実施するに当たり、連携ツールの効果的な活用方法や、訪問看

護ステーションと訪問介護事業所の連携体制についてさらに周知・普及を図るための方策を検討

する場として、本事業の検討委員会に外部有識者を招き、「介護職員等による喀痰吸引等の在宅連

携の普及のための検討委員会」を開催した。 

 

日時 平成 26 年 2 月 26 日 11：45～13：00 

場所 AP 東京八重洲 

参加者 【外部有識者】 

  

岩下 優 埼玉県福祉部高齢福祉課 主査 

木下 直子 京都府健康福祉部介護・地域福祉課 副課長 

福島 慎吾 難病の子ども支援全国ネットワーク 事業部長 

 

その他、検討委員会メンバーが参加 

内容 1． 都道府県喀痰吸引等実施状況について 

2． 情報提供（難病の子ども支援全国ネットワーク） 

3． 介護職員等による喀痰吸引等の在宅連携の普及に関する議論 

 

本検討委員会において、 

 

 介護職員等による喀痰吸引等実施の制度の内容や連携ツールについては様々な場で周知を行

い、在宅療養の場に普及させることが、安全な喀痰吸引等の実施に必要であること 

 制度の普及のためには、患者・家族と喀痰吸引等に関係する訪問看護師や訪問介護員双方の

努力が必要であること 

 都道府県担当者や市町村担当者、特に障害福祉関連、介護保険関連の在宅療養を推進する部

署に加え、訪問介護・訪問看護関連団体、さらに患者団体等利用者側への周知も検討する必

要があること 

 介護職員の教育の場において、教育研修の一環として周知し、ツールを配布すること 

 

などが重要であることが議論された。 
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第３章 結果のまとめと考察             
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第３章 結果のまとめと考察 

 

１．在宅における喀痰吸引等連携の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 25 年 4 月～9 月の間に、喀痰吸引等について、訪問介護事業所と連携した経験のある訪

問看護ステーションは 1301 事業所中 192 事業所（14.8％）であった。 

○ 平成 25 年 4 月～9 月における、調査対象となった訪問介護事業所における喀痰吸引等の実施

状況は以下のとおりであった。「口腔内の喀痰吸引」については 64.8％、「鼻腔内の喀痰吸引」

は 41.1％、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 54.8％、「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄

養」は 43.1％、「経鼻経管栄養」は 10.1％の事業所で実施していた。 

○ 訪問看護ステーションと連携せずに介護職員が喀痰吸引等を実施していた事業所は、12.6％を

占めていた。 

 

図表95 訪問介護事業所における喀痰吸引等の実施状況 

　

事

業

所

数

実

施

し

て

い

な

い

実

施

し

て

い

る

　

無

　

回

　

答

705 205 457 43
口腔内の喀痰吸引 100.0% 29.1% 64.8% 6.1%

705 330 290 85
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 46.8% 41.1% 12.1%

705 263 386 56
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 37.3% 54.8% 7.9%

705 314 304 87
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 44.5% 43.1% 12.3%

705 483 71 151
経鼻経管栄養 100.0% 68.5% 10.1% 21.4%  

平成 25 年 4 月～9 月の状況についてみると、訪問介護事業所等と連携している訪問看護

ステーションは14.8％であった。また登録特定行為事業者である訪問介護事業所における

介護職員等による各行為の実施状況は、「口腔内の喀痰吸引」については64.8％、「鼻腔内

の喀痰吸引」は 41.1％、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 54.8％、「胃ろうまたは腸

ろうによる経管栄養」は43.1％、「経鼻経管栄養」は10.1％であった。また、訪問看護ス

テーションと連携せずに喀痰吸引等を実施していた事業所も12.6％みられた。 
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○ 訪問介護事業所における行為別の平均利用者数は以下のとおりであった。不特定の者では、

「口腔内の喀痰吸引」については 0.44 人、「鼻腔内の喀痰吸引」は 0.53 人、「気管カニューレ

内部の喀痰吸引」は 0.33 人、「胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養」は 0.53 人、「経鼻経管栄

養」は 0.50 人であった。特定の者では、「口腔内の喀痰吸引」については 2.14 人、「鼻腔内の

喀痰吸引」は 2.13 人、「気管カニューレ内部の喀痰吸引」は 2.15 人、「胃ろうまたは腸ろうに

よる経管栄養」は 2.27 人、「経鼻経管栄養」は 1.50 人であった。 

 

図表96 行為別の利用者数（訪問介護事業所の状況） 
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位

：

人
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標

準

偏

差

339
口腔内の喀痰吸引 100.0% 0.44 1.51 2.14 2.92

211
鼻腔内の喀痰吸引 100.0% 0.53 1.60 2.13 3.36

309
気管カニューレ内部の喀痰吸引 100.0% 0.33 1.27 2.15 2.98

212
胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 100.0% 0.53 1.79 2.27 4.35

57
経鼻経管栄養 100.0% 0.50 1.04 1.50 1.88

不特定の者 特定の者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 連携先との文書（覚書等）の取り交わしについては、訪問看護ステーションでは、「文書を作

成し（案は主として訪問介護事業所が作成）取り交わしている」が 43.2％と最も多く、次い

で「文書は取り交わしていない」が 41.1％、「文書を作成し（案は主としてステーションが作

成）取り交わしている」が 4.7％となっていた。訪問介護事業所では、「文書は取り交わして

いない」が 36.7％と最も多く、次いで「文書を作成し（案は主として訪問介護事業所が作成）

取り交わしている」が 28.6％、「文書を作成し（案は主としてステーションが作成）取り交わ

している」が 8.1％となっていた。 

介護職員等が喀痰吸引等を実施している訪問介護事業所において、最もうまく連携できてい

るステーションが関与している利用者の行為別の平均利用者数についてみると、特定の者が

多く、口腔内の喀痰吸引では 2.14 人、胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養は 2.27 人など

となっている。 

何らかの形で契約書を取り交わしている訪問介護事業所は 36.7％、訪問看護ステーション

は約5割にのぼり、昨年度よりも取り交わしている事業所割合が上回っている（昨年度は訪

問看護ステーションの７割が取り交わしていなかった）。安全対策に関する委員会・会議に

ついては、訪問介護事業所の 57.1％で設置されていた。ヒヤリハットを共有する仕組みが

ある訪問介護事業所が56.9％、連携マニュアルが整備されている訪問介護事業所は約5割

であった。 
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○ 訪問介護事業所における安全対策に関する委員会・会議の設置状況については、訪問看護ス

テーションでは、「把握していない」が 41.7％と最も多く、次いで「設置されている」が 26.6％、

「設置されていない」が 26.0％となっていた。訪問介護事業所では、「設置されている」が

57.1％と最も多く、次いで「設置されていない」が 23.2％となっていた。 

○ 訪問看護ステーションと訪問介護事業所間のヒヤリハット事例・情報の共有の仕組みがある

事業所は訪問看護ステーションでは 47.9％、訪問介護事業所では、56.9％であった。 

○ 喀痰吸引等の実施に関する連携方法および緊急時対応に関するマニュアルを作成・共有して

いる事業所は、訪問看護ステーションでそれぞれ 35.9％、33.9％、訪問介護事業所で、それ

ぞれ 49.3％、52.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 多職種連携における課題についてみると、訪問看護ステーションでは「連携するための時間

調整が困難」（49.0％）が最も多く、同様に訪問介護事業所でも 42.6％と最も多くなっていた。 

○ 多職種連携を行う上で困っていることは、訪問看護ステーションでは「定期的な手技確認の

時間が取れない」（38.5％）が最も多く、次いで「訪問介護事業所の人材が不足している」

（26.6％）であった。訪問介護事業所では「訪問介護事業所の人材が不足している」（49.3％）

が最も多く、次いで「書類の作成に手間がかかる」（34.8％）が多い。 

○ 円滑に連携を進めていく上で工夫していることは、訪問看護ステーションでは「訪問介護事

業所が気軽に相談できる雰囲気づくりをしている」（57.8％）が最も多く、次いで「連携先事

業所との信頼関係づくりを進めている」（56.3％）であった。訪問介護事業所では「連携先事

業所との信頼関係づくりを進めている」（49.2％）が最も多く、次いで「連絡を密にとって問

題点を早期に解決している」（34.3％）が多い。 

 

 

 

 

 

 

多職種連携における課題についてみると、訪問看護ステーションでは「連携するための時

間調整が困難」が最も多く49.0％、同様に訪問介護事業所でも42.6％と最も多い。その

他、「定期的なカンファレンスの開催が困難」なども挙げられていた。連携上困っているこ

とは、訪問看護ステーションでは「定期的な手技確認の時間が取れない」38.5％が最も多

く、訪問介護事業所では「訪問介護事業所の人材が不足している」がほぼ半数を占めた。

連携上の工夫点としては、「訪問看護ステーションでは訪問介護事業所が気軽に相談できる

雰囲気づくりをしている」（57.8％）。訪問介護事業所では「連携先事業所との信頼関係づ

くりを進めている」（49.2％）が最も多かった。 

連携ツールの認知度についてみると、訪問看護ステーションでは「内容も含め知っていた」

「存在は知っていた」の割合は3割弱であり、実際に活用した経験のある事業所は1.2％に

とどまっていた。一方、訪問介護事業所の６割弱が活用してみたいと思うと回答しており、

実際に連携に活用できるかどうかについても、肯定的な回答が多くなっていた。 
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○ 連携ツールの認知度についてみると、訪問看護ステーションでは「内容も含め知っていた」

が 5.8％、「存在は知っていた」が 23.8％、「知らなかった」が 64.0％であり、訪問介護事業

所では「内容も含め知っていた」が 5.4％、「存在は知っていた」が 11.3％、「知らなかった」

が 66.4％であった。 

○ 連携ツール活用の経験については、訪問看護ステーションでは活用経験がある事業所が 1.2％

であった。 

○ 訪問介護事業所に連携ツールの活用希望について尋ねたところ、「思う」が 26.1％、「やや思

う」が 32.3％であった。 

○ 実際に訪問看護・訪問介護連携に活用できるかについて尋ねたところ、訪問看護ステーショ

ン、訪問介護事業所ともに「活用できる」が多くなっている。 

 

 

２．連携ツールの活用について 

 

本事業では、昨年度事業で作成した連携ツール（ver.1）について、要改善点や要望のヒアリ

ングに基づき、改訂版の連携ツール（ver.2）を作成した。（巻末参照）。 

この連携ツール（ver.2）については、登録特定行為事業者と連携を始める際に、 

 

 どのようなことを話し合えばよいのか 

 どのように役割分担をして進めればよいのか 

 事業所間で何を決めればよいのか 

 どのような書式を使って連携すればよいのか 

 

などを分かりやすく整理したものである。訪問看護ステーション向けではあるが、訪問介護事

業所においても活用できるように表現を工夫した。 
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在宅における喀痰吸引等連携ツール（ver.2）  目次 

１．連携ツール作成の目的 

２．介護職員等による喀痰吸引等制度の概要 

３．連携体制の構築及び役割分担 

４．具体的な連携方法 

４.１ 訪問看護ステーションと訪問介護事業所等の連携 

４.２ 緊急時の連絡方法・対応体制について 

４.３ 安全対策委員会等への参加協力について 

４.４ 書類の作成への協力・参加について 

４.５ 介護職員等の手技等の確認について 

４.６ 感染予防対策への協力 

５．よくある質問 

参考資料１：介護職員喀痰吸引に係る連携についての覚書（例） 

参考資料２：個別の利用者ごとの関係機関（例） 

参考資料３：連絡先リスト（例） 

参考資料４：在宅における喀痰吸引等連携のためのチェックリスト 

参考資料５：喀痰吸引等業務に関する参考様式例 

 

 

参考：在宅における喀痰吸引等連携ツール（ver.1）目次 

 

1．連携ツール作成の目的  

2．介護職員等による喀痰吸引等制度の概要 

3．連携体制の構築及び役割分担 

4．具体的な連携方法 

4.1 緊急時の連絡方法・対応体制について 

4.2 安全対策委員会等への参加協力について 

4.3 書類の作成の協力・参加について 

4.4 介護職員等の手技等の確認について 

4.5 感染予防対策への協力 

参考資料１：介護職員喀痰吸引に係る連携についての覚書（例） 

参考資料２：個別の利用者ごとの関係機関（例） 

参考資料３：緊急連絡先リスト（例） 
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３．今後の在宅における喀痰吸引等連携の普及に向けて 

 

本事業では、訪問介護事業所および訪問看護ステーションに対し、介護職員等の喀痰吸引等の

実施状況について調査を行い、その実態や連携状況について把握した。その結果、登録特定行為

事業所（訪問介護事業所）においては口腔内の喀痰吸引については 64.8％、胃ろうまたは腸ろう

による経管栄養は 43.1％の事業所が介護職員による行為を実施していた。また、喀痰吸引等にお

いて連携している訪問看護ステーションが 1 か所以上あると回答した訪問介護事業所は 75.3％に

のぼり、四分の三の訪問介護事業所では訪問看護ステーションとの連携のもと、介護職員が喀痰

吸引等を行っていた。 

ただし、訪問看護ステーションと連携せずに介護職員が喀痰吸引等を実施している訪問介護事

業所も 12.6％見られるとともに、契約書の取り交わし等をしている訪問介護事業所は 36.7％、訪

問看護ステーションは 47.9％であったり、連携先の訪問介護事業所の安全対策に関する委員会・

会議の設置状況を把握していない訪問看護ステーションが 4 割を超えるなど、訪問介護事業所と

訪問看護ステーションとの連携は十分であるとは言えない状況である。 

そこで、連携ツール（ver.1）を、さらに連携の手順が明確となるように修正するとともに、訪

問介護事業所にとっても活用可能なツールとして改良することが必要と考えられた。 

 

■訪問介護側の視点を入れた連携ツール（ver.1）の改良 

昨年度作成した連携ツール（ver.1）においては、訪問看護ステーションと訪問介護事業所等と

の間で交わす覚書のひな型や、両者の間で使う書式（例）などを示したが、訪問介護事業所側の

意向等については十分検討されていなかった。そこで今年度は、実際に訪問看護・訪問介護のペ

アで活用していただいた地域において両者にヒアリング調査をし、連携ツール（ver.1）を改良し

た。 

今回、訪問看護・訪問介護双方からのヒアリングからは、「契約書のひな型・具体的な記入例」

「連携を開始する際には訪問介護事業所から声掛けを行う」「感染等に関する注意事項と必要なケ

ア」などが必要との意見があり、これらを踏まえて連携ツール（ver.1）を改訂した。全体を通し

て、各手順の具体例や工夫のポイントなどを各所に盛り込むとともに、「よくある質問」を追加し

て想定される疑問点を丁寧に解説し、活用する訪問看護ステーションと訪問介護事業所にとって

わかりやすいツールとすることができた。この改良版の連携ツールを全国にさらに普及すること

により、連携体制・役割分担の明確化、緊急時の連絡方法・体制の構築、安全委員会等の開催・

協力、書類の作成・協力、介護職員等の手技等の確認など、より実効性のある事業所間の連携体

制の強化を進めることができると考えられる。 

 

■さらなる制度周知と介護と看護の連携のための支援の必要性 

平成 24 年 4 月に介護職員等による喀痰吸引等の制度が開始されてから約 2 年が経過しようと

しているが、訪問看護ステーションと訪問介護事業所等の双方に、まだ制度の周知が不十分であ

ると考えられる。今回の全国調査からも、訪問看護ステーションにおける連携ツールの認知度は
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3 割弱にとどまり、実際に活用した事業所は 1.2％にすぎなかった。 

その一方で、実際に連携ツール（ver.1）を活用できそうだと回答した訪問看護ステーションは

5 割を超え、訪問介護事業所も 4 割を超えるなど、活用の可能性については前向きな回答も多く、

このような連携ツールの存在は望まれているものと考えられる。 

そこで、介護職員等による喀痰吸引等実施の制度の内容、および今年度改良した連携ツールに

ついて、様々な場で周知を行い、在宅療養の場に普及させていくことが重要と考えられる。 

 

 今後、当制度を推進し、連携ツールを普及するためには、在宅における喀痰吸引等を必要

とする患者・家族および関係者双方の努力が必要である。 

 都道府県担当者や市町村担当者、特に障害福祉関連、介護保険関連の在宅療養を推進する

部署への配布・周知や、訪問介護・訪問看護関連団体、さらに難病の患者団体などの利用

者の側への周知なども含め検討していく必要がある。 

 患者団体等、利用者の側からも、どれくらい必要な人がいるか等の情報について在宅ケア

の提供側や行政へ提供するなどの取り組みが望まれると考えられる。 

 介護職員の教育の場において、介護職員養成施設等で教育研修の一環として配布する方法

も考えられる。 

 

このような様々な方策を活用し、訪問介護事業所と訪問看護ステーションの双方が連携ツール

内容を踏まえて安全を担保した連携体制を構築することで、訪問介護と訪問看護の連携がより一

層強化され、今後の在宅における介護職員による喀痰吸引等の安全かつ効率的な実施が進むこと

が期待される。 
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～訪問介護事業所等と訪問看護ステーションの円滑な連携に向けて～ 
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「訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における在宅連携の普及に関する調査」 

（訪問看護ステーション票） 
 

 

※本調査では、連携先の登録喀痰吸引等事業者が「不特定多数の者」又は「特定の者」を対象に喀痰吸引等を実施している場合

のどちらも含みます。 

 

Ⅰ 貴訪問看護ステーションの概要について 
 

（１）所在地 （           ）都・道・府・県 （２）開設年月 平成（     ）年（      ）月 

（３）開設主体 

１．都道府県、市区町村、広域連合･一部事務組合  ２．社会福祉協議会  

３．社会福祉法人（社協以外）    ４．医療法人   ５．社団・ 財団法人    ６．協同組合及び連合会  

７．営利法人（株式･合名･合資・有限会社）     ８．特定非営利活動法人（NPO）   9．個人 

10．その他（                                                 ） 

（４）併設施設 

１．併設施設あり   ↓併設施設の実施するサービス（複数回答） 

１．介護老人福祉施設  ２．介護老人保健施設  ３．介護療養型医療施設  ４．病院  ５．診療所 

６．短期入所生活介護  ７．短期入所療養介護  ８．通所介護   ９．通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

10．訪問介護  11．夜間対応型訪問介護  12．地域包括支援センター  13.居宅介護支援事業所 

14．その他（                                                       ） 

２．併設施設なし  

※併設施設とは、同一法人または系列法人で、同一建物内・同一敷地内、隣接敷地内にある施設・事務所 

（５）訪問看護職員数 

（平成 25年 10月 1日現在） 

 常勤実人数 非常勤実人数 常勤換算数 

看護師 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

准看護師 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

（６）利用者数・訪問回数 

 （平成 25年 9月中） 

 医療保険 介護保険 その他 

利用者数 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

延べ訪問回数 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

（７）加算の取得状況 

介
護
保
険 

①緊急時訪問看護加算 １．あり        ２．なし 

②特別管理加算 １．あり        ２．なし 

③退院時共同指導加算 １．あり        ２．なし 

④看護・介護職員連携強化加算 １．あり        ２．なし 

⑤複数名訪問看護加算 １．あり        ２．なし 

⑥長時間訪問看護加算 １．あり        ２．なし 

⑦サービス提供体制強化加算 １．あり        ２．なし 

医
療
保
険 

⑧24時間対応体制加算 １．あり        ２．なし 

⑨24時間連絡体制加算 １．あり        ２．なし 

⑩特別管理加算 １．あり        ２．なし 

⑪在宅患者連携指導加算 １．あり        ２．なし 

⑫在宅患者緊急時等カンファレンス加算 １．あり        ２．なし 

⑬緊急訪問看護加算 １．あり        ２．なし 

（８）ターミナルケアへの対

応 

介護保険 ターミナルケア加算 １．あり        ２．なし 

医療保険 ターミナルケア療養費 １．あり        ２．なし 

（９）在宅療養支援診療所との連携ステーションになっているか １．はい       ２．いいえ 

（10）定期巡回・随時対応訪問介護看護事業所と連携しているか １．はい       ２．いいえ 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 喀痰吸引等における訪問介護事業所との連携について 
 
 
 
 

（１）平成 25 年 4 月～9 月の間に、喀痰吸引等について訪問介護事業所と連携し

ていますか 

１．している     

 

２．していない ⇒P7のⅦへ 
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以下、Ⅲ～Ⅵは、喀痰吸引等について訪問介護事業所と連携しているステーションの方の

みお答えください。連携していないステーションの方はⅦへお進みください。 
 
 
 

Ⅲ 喀痰吸引等における訪問介護事業所との連携状況 
 

（１）喀痰吸引等について連携している訪問介護事業所数 （          ）箇所 

（２）看護・介護職員連携強化加算の算定人数（算定していない場合はゼロ人とご

回答ください。） 
（     ）人 

（３）研修指導看護師の有

無と人数 

第１号、第２号研修（不特定多数の者を対象）を

指導している看護師 
１．いる→（     ）人    ２．いない 

第３号研修（特定の者を対象）を指導している看

護師 
１．いる→（     ）人    ２．いない 

（４）平成 25年 4月～9月における、訪問介護事業所からの連携の打診の有無お

よび人数 
１．あり→（     ）人    ２．なし 

 

うち、訪問介護事業所と連携して喀痰吸引等を実施した人数 （     ）人 

うち、訪問介護事業所との連携を断った人数 （     ）人 

 
連携を断った場合、その

理由 

 

 

 

 
 
 
 
 

Ⅳ 連携先の事業所との連携状況について 
 

以下は、連携先の訪問介護事業所のうち、喀痰吸引等について最もうまく連携できて

いる訪問介護事業所１箇所との連携状況について、貴ステーションが把握している範

囲でご記入ください。 
 
 

１．連携先の訪問介護事業所の概要 

（１）所在地 （           ）都・道・府・県 

（２）事業所区分 （※複数可） １．訪問介護        ２．居宅介護        ３．重度訪問介護 

（３）開設主体 

１．都道府県、市区町村、広域連合･一部事務組合  ２．社会福祉協議会  

３．社会福祉法人（社協以外）    ４．医療法人   ５．社団・ 財団法人    ６．協同組合及び連合会  

７．営利法人（株式･合名･合資・有限会社）     ８．特定非営利活動法人（NPO）   9．個人 

10．その他（                                                 ） 

（４）貴ステーションとの関係 １．同一法人である     ２．同一法人ではない 

（５）訪問介護の利用者数 （平成 25年 9月中の実利用者数）  約 （          ）人 

（６）訪問介護員数 

（平成 25年 10月

1日現在） 

常勤/非常勤別 常勤実人数 （       ）人 非常勤実人数 （       ）人 

認定従事者数 

（研修区分別） 

第１号研修修了者数 （       ）人 第２号研修修了者数 （       ）人 

第３号研修修了者数 （       ）人 経過措置対象者数 （       ）人 

（７）連携先の訪問介護事業所では、貴ステーションを含め、何ヶ所の訪問看護ス

テーションと連携して喀痰吸引等を実施していますか 
（         ）箇所 

（８）連携に至った経緯 
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２．連携状況について 

（１）介護職員による喀痰吸引等が必要な利用者のうち、貴ステーションが関与している者の該当区別利用者数および行為

別利用者数 

喀痰吸引等の行為 
当該行為の実施の有

無 

実施している場合の人数 

不特定の者 特定の者 

１. 口腔内の喀痰吸引    
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

２. 鼻腔内の喀痰吸引    
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

４．胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

５．経鼻経管栄養 
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

（２）利用者一人に対して、最も多くの介護職員が喀痰吸引等を実施し

ている事例について、介護職員数を回答して下さい 

最大で（     ）人の介護職員が喀痰吸引

等を実施している 

（３）連携先の訪問介護事業所と

の文書（覚書等）の取り交

わし 

１． 文書を作成し（案は主として連携先の訪問介護事業所が作成）取り交わしている 

２． 文書を作成し（案は主としてステーションが作成）取り交わしている 

３． 文書は取り交わしていない 

４． その他（                                           ） 

 

（３）で１．もし

くは２．と回答

した場合 

文書を取り

交わす上で

の課題 

 

 

 

 

 

（３）で３．と回

答した場合 

文書を取り

交わしてい

ない理由 

１． 連携先が同一法人であるため 

２． 口頭での了解で十分であるため 

３． どのような書式を作成して良いかわからないため 

４． その他（                                           ） 
 
 
※なお、「文書（覚書等）」とは、訪問介護事業所等と連携して喀痰吸引を実施するために、双方の合意事項などにつ

いて記載して取り交わすものを指します。 
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３．連携先事業所の安全対策について 

（１）連携先の事業所では、喀痰吸引等の安全対策に関する委員会・

会議（以下、会議と記載）が設置されていますか。 

１．設置されている→ （1-1～1-3）へ 

２．設置されていない →（２）へ 

３．把握していない →（２）へ 

 
（1-1）貴ステーションからの参加状況 

（平成 25年 4月～10月） 

１．毎回参加する                 ２．たまに参加する   

３．あまり参加していない           ４．参加していない 

  
参加している場合、平成 25年 10月に参

加した合計回数 
（                   ）回 

  参加者 ※複数可 １． 管理者   ２．研修を実施した看護師   ３．その他の看護職員 

 

（1-2）貴ステーションに期待されている役割 

 

※複数可 

１． 喀痰吸引等の実施手順、方法等の検討 
２． ヒヤリハット事例等の報告 
３． ヒヤリハット事例等の分析、対策検討 
４． 喀痰吸引等の実施状況等の検討 
５． 喀痰吸引等の実施における課題についての検討 
６． 喀痰吸引等に関する研修に関すること 
７． その他（                           ） 

 
（1-3）会議への参加に当たっての課題 

※自由回答 

 
 
 
 
 
 

（２）貴ステーションと連携先の訪問介護事業所との間で、ヒヤリハット事

例・情報を共有する仕組みがありますか。 
１．ある →（2-1～2-3）へ   ２．ない→（３）へ 

 

(2-1)具体的に、どのように共有していま

すか。※複数可 

１．安全対策に関する会議等の場で共有している 

２．発生した都度、連絡を取って共有している 

３．定期的に情報交換をして共有している 

４．その他（                                     ）  

(2-2)貴ステーションが関与している利用

者について、喀痰吸引等に関する

ヒヤリハット事例の有無と件数    

（平成 25年 4月～10月） 

喀痰吸引等に関するヒヤリハット事例の有無 １．あり      ２．なし 

「あり」の場合 
不特定多数の者 （          ）件 

特定の者 （          ）件 

(2-3)具体的な喀痰吸引等に関するヒヤ

リハット事例の概要と対応  

※自由回答 

 

 

 

（３）ヒヤリハット事例の共有に関する課題 

※複数可 

１．介護事業所側からのヒヤリハット報告が十分になされていない 

２．ヒヤリハット報告を積極的に報告する雰囲気が醸成されない 

３．訪問看護師が気づいた事例について、介護職員側に指摘しにくい 

４．その他（                                    ） 
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４．連携マニュアルの整備、緊急時の対応等について 

（１）喀痰吸引等の実施に関する次のマニュア

ルについて、貴ステーションと連携先の訪

問介護事業所との間で作成・共有してい

ますか 

喀痰吸引等の実施に関する連携方

法のマニュアル 

１．作成・共有している       

２．作成・共有していない 

喀痰吸引等の実施における緊急時対

応に関するマニュアル 

１．作成・共有している       

２．作成・共有していない 

（２）喀痰吸引等の実施に関する緊急時の連絡網の有

無（貴ステーションと連携先の訪問介護事業所と

の間で共有している連絡網） 

１．あり         ２．なし 

（３）緊急時の具体的な連携方策   

※自由回答 

 

 

 

 

 

（４）連携先の訪問介護事業所と共同で実施する定期

的な緊急対応訓練の実施 
１．すでに実施した  ２．今後実施する予定  ３．実施予定はない 

 
  

５．介護職員の手技の確認等について 

（１）貴ステーションが連携先の事業所の介護職員に

対し行っている知識・技能等の確認に対する体制 

※複数可 

１．同行訪問の際に手技等を確認し指導している 

２．随時電話等で相談に乗っている 

３．定期的にカンファレンス等を行い確認している 

４．その他（                                   ） 

（２）訪問介護事業所に対する、喀痰吸引等に関する

研修会等の開催の有無とその内容 

（平成 25年 4月～10月） 

１．あり         ２．なし 

ありの場合、具体的な内容 
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Ⅴ 連携先の事業所における具体的な連携方法について 
 
 

以下は、上記で回答した連携先の訪問介護事業所において、介護職員等と最も頻繁に

連携している利用者一人に係る連携状況を想定してご記入ください。 
 

（１） 利用者の状況 

年齢 （        ）歳 

疾患の状況  

要介護度 自立・要支援１・要支援２・要介護１・要介護２・要介護３・要介護４・要介護５ 

障害高齢者の日常生活自立度 J  ・  A  ・  B  ・  C 

認知症高齢者の日常生活自立度 自立 ・ Ⅰ ・ Ⅱa ・ Ⅱb ・ Ⅲa ・ Ⅲb ・ Ⅳ  ・ M 

貴訪問看護ステーションとの連携開始年月         年          月 

（２） 当該利用者に対して、何箇所の訪問介護事

業所が関わっていますか。 
（                       ）箇所 

（３） 当該利用者の個別計画書の作成への関与 

１．連携先の訪問介護事業所ですべて作成している。 

２．連携先の訪問介護事業所で案を作成し、ステーションで確認している。 

３．ステーションと連携先の訪問介護事業所でカンファレンス等を行い、共同

で作成している。  

４． ステーションで案を作成し、連携先の事業所で確定させている。 

５．その他（                                   ） 

（４）当該利用者の訪問介護事業所へ出されて

いる医師の指示書の内容（指示期間等）を

確認していますか 

１．確認している   → (4-1)へ 

２．確認していない  →（５）へ 

 
（4-1）喀痰吸引等に関する指示書を確認し

ている場合、どのように確認しているか 

１．医療機関の医師に確認している 

２．連携先の訪問介護事業所に確認している 

３．その他（                                   ） 

（５）当該利用者の実施状況報告書の確認 

※複数可 

１．定期的に確認している 

２．医師への提出時に確認している 

３．連携先の訪問介護事業所からの要請があった際に確認している 

４．特に確認していない 

５．その他（                                   ） 

（６）当該利用者の実施状況報告書の作成・確

認に関する課題   

  ※自由回答 

 

 

 

 

（７）当該利用者の訪問介護事業所への計画

書、指示書、実施状況報告書等の保管 

１．ステーションで原本を保管し、写しを連携先事業所で保管している 

２．連携先の訪問介護事業所で原本を保管し、写しをステーションで保管し

ている 

３．ステーションでは保管していない 

４．その他（                                  ） 
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Ⅵ 喀痰吸引等に関する連携全般について 
 

（１）多職種連携における課題 

１．連携できる訪問介護事業所が少ない 

２．定期的なカンファレンスの開催が困難 

３．継続的な連携体制の構築が困難 

４．介護職員に対する教育プログラムが少ない 

５．連携するための時間調整が困難 

６．連携するノウハウがない 

７．その他（                                            ） 

（２） 利用者への安全な喀痰吸引等を実

施するに当たり留意している点 

 

１．マニュアルに沿った基本手順を遵守している 

２．介護職員が相談しやすい雰囲気作りを行っている 

３．記録や報告による情報共有を行っている 

４．定期的に同行訪問を行っている 

５．介護職員への指導を定期的に行っている 

６．その他（                                            ） 

（３） 現在、連携する上で困っていること 

 

１．訪問介護事業所の人材が不足している。 

２．訪問介護事業所の人材の入れ替わりが激しく、指導が継続できない 

３．定期的な手技確認の時間が取れない 

４．利用者の主治医との連携がうまくいかない 

５．書類の作成に手間がかかる 

６．訪問看護ステーション側に連携するための時間がない 

７．その他（                                             ） 

 

 

 

特に、ケアマネジャー（相談支援専

門員含む）との連携において困って

いること 

１．喀痰吸引に対しての知識が不足している 

２．ケアマネジャー（相談支援専門員）に対して喀痰吸引に関する研修がない 

３．サービス担当者会議に於いて安全委員会設置の決まりがない 

４．喀痰吸引に関しては看護師と介護士に任せきりである 

５．その他（                             ） 

（４） 円滑に連携を進めていく上で工夫し

ていること 

 

１．訪問介護事業所との信頼関係づくりを進めている 

２．訪問介護事業所が気軽に相談できる雰囲気づくりをしている 

３．記録等を作成し、情報共有を的確に行っている 

４．連絡を密にとって問題点を早期に解決している 

５．ケアマネジャー（相談支援専門員）を通して情報共有している 

６．その他（                                             ） 

（５） その他、連携上の課題や工夫など

を自由にご記入ください。 

 

 

 
 

以下のⅦは、喀痰吸引等について訪問介護事業所と連携していないステーションの方のみ

お答えください。連携しているステーションの方はⅧへお進みください。 
 

Ⅶ 喀痰吸引等に関する連携全般について 
 

（１）平成 25 年 4 月～10 月における、訪問介護事業所からの連携の打診の有無

および人数 
１．あり→（     ）人    ２．なし 

（２）当該期間に連携を断った理由 

 

 

 

（３）多職種連携における課題 

 

１．連携できる訪問介護事業所が少ない 

２．定期的なカンファレンスの開催が困難 

３．継続的な連携体制の構築が困難 

４．介護職員に対する教育プログラムが少ない 

５．連携するための時間調整が困難 

６．連携できる事業所との距離が遠い 

７．連携先事業所の人的資源などの情報が不足している 

８．具体的な連携のイメージが分からない 

９．その他（                                            ） 

（４）どのような工夫をすれば連携可能

と思いますか 
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以下Ⅷは、全ての訪問看護ステーションの方が、同封の連携ツールをご確認いただいたうえ

で、お答えください。 
 
 

Ⅷ 連携ツールについて 
（１）本連携ツールのことをご存知でし

たか 
1.内容も含め知っていた    2.存在は知っていた   3.知らなかった 

（２）本連携ツールを活用したことがあ

りますか 
1.ある         2.ない 

（３）本ツールは喀痰吸引等において

訪問介護事業所と連携する際に

活用できると思いますか 

１．大いに活用できる   2.活用できる   3.あまり活用できない 

4. 活用できない       5.わからない 

 

上記で 1 および

2と回答した方に

お聞きします 

どのような点

が活用できる

と思いますか 

 

上記で 3 または

4 と回答した方

に お聞 き し ま

す。 

活用できない

理由をお教え

ください 

 

（４）その他、本連携ツールに関する

改善点や不足している点などの

ご意見を自由にお書きください 

 

（５）今後、本連携ツールを普及させて

いくためには、どのような方策を

とることが効果的だと思われます

か 

 

 
 

Ⅸ 連携ツールの試用事業への参加の募集および事後調査へのご協力お願い 
 
全国訪問看護事業協会では、昨年度の厚生労働省セーフティネット支援対策等事業費補助金（社会福祉推進事業

分）により、喀痰吸引等における訪問介護（居宅介護・重度訪問介護）事業所と訪問看護ステーションの円滑な連

携に資するための「在宅における喀痰吸引等連携ツール（以下、連携ツールとします）」を作成しました。 

今年度は、連携ツールをさらに充実させるため、訪問看護ステーションおよび訪問介護事業所にご協力いただき、

実際に連携ツールを活用して、喀痰吸引等を実施するための連携体制を構築していただき、利用者の方への喀痰吸

引等の実施につなげていただく事業（連携ツールの試用事業）を実施いたします。 

また、連携ツール試用事業にご参加いただいた事業所には、試用した効果や感想等について、事後調査（アンケ

ート・ヒアリング）をさせていただきたいと考えております。 

そこで、この試用事業および事後調査にご参加いただける事業所を募集しています。ご参加いただく際には、訪

問看護ステーションと訪問介護（居宅介護・重度訪問介護）事業所がペアとなってご応募いただきたくお願いいた

します。お忙しいところ大変恐縮ではございますが、試用事業へのご協力について、何程よろしくお願い申し上げ

ます。ご協力の可否について、以下の質問のいずれかの番号に○をお付けいただきますようお願いいたします。 

 

連携ツール試用事業および事後調査へのご協力に

ついて （平成 25年 12月～平成 26年 1月頃） 
１．協力できる  ２．条件によっては協力できる ３．協力できない 

※事業の実施時期は、平成 25 年 11 月～平成 26 年 1 月頃を予定しています。 

 

※上記で１または２と回答した場合は、以下にご記入ください。 

貴ステーション名  

ご住所  

ご担当連絡先 電話 ：                           FAX： 

協力可能となる条件 
 

 

連携先の訪問介護事業所名  

以上で調査は終了です。お忙しいところご協力ありがとうございました。 
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「訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における在宅連携の普及に関する調査」 

（訪問介護事業所票） 
 
 
※本調査では、連携先の登録喀痰吸引等事業者が「不特定多数の者」又は「特定の者」を対象に喀痰吸引等を実施している場合

のどちらも含みます。 
 
 

Ⅰ 貴訪問介護事業所の概要について 
 

（１）所在地 （           ）都・道・府・県 （２）開設年月 平成（     ）年（      ）月 

（３）開設主体 

１．都道府県、市区町村、広域連合･一部事務組合  ２．社会福祉協議会  

３．社会福祉法人（社協以外）    ４．医療法人   ５．社団・ 財団法人    ６．協同組合及び連合会  

７．営利法人（株式･合名･合資・有限会社）     ８．特定非営利活動法人（NPO）   9．個人 

10．その他（                                                 ） 

（４）併設施設 

１．併設施設あり   ↓併設施設の実施するサービス（複数回答） 
１．介護老人福祉施設  ２．介護老人保健施設  ３．介護療養型医療施設  ４．病院  ５．診療所 

６．短期入所生活介護  ７．短期入所療養介護  ８．通所介護   ９．通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

10．訪問介護  11．夜間対応型訪問介護  12．地域包括支援センター  13.居宅介護支援事業所 

14．その他（                                                       ） 

２．併設施設なし  
※併設施設とは、同一法人または系列法人で、同一建物内・同一敷地内、隣接敷地内にある施設・事務所 

（５）事業所区分 

（※複数可） 
１．訪問介護        ２．居宅介護        ３．重度訪問介護 

（６）訪問介護職員数 

（平成 25年 10月 1日現在） 

 常勤実人数 非常勤実人数 常勤換算数 

訪問介護員 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

うち、介護福祉士 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

（７）認定従事者数（研修区

分別） 

 

（平成 25年 10月 1日現在） 

 

第１号研修修了者数 （       ）人 第２号研修修了者数 （       ）人 

第３号研修修了者数 （       ）人 経過措置対象者数 （      ）人 

 介護保険 障害者自立支援法 自費 

（８）利用者数 

 （平成 25年 9月中） 

実利用者数 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

延べ利用者数 （     ）人 （     ）人 （     ）人 

(９ )

加

算

の

算

定

状

況 

訪問介護 

 ①特定事業所加算 特定事業所加算（Ⅰ） １．あり        ２．なし 

特定事業所加算（Ⅱ） １．あり        ２．なし 

特定事業所加算（Ⅲ） １．あり        ２．なし 

居宅介護・重度訪問介護 

 ②特定事業所加算 特定事業所加算（Ⅰ） １．あり        ２．なし 

特定事業所加算（Ⅱ） １．あり        ２．なし 

特定事業所加算（Ⅲ） １．あり        ２．なし 

 ③喀痰吸引等支援体制加算 １．あり        ２．なし 

 
 

Ⅱ 貴事業所における喀痰吸引等の実施状況について 
 

喀痰吸引等の行為 

（平成 25 年 4月～9月中の状況） 

貴事業所において、左記

の行為を介護職員が実施

している利用者の有無 

実施している利用者がいる場合 

介護職員が左記の行

為を実施している人

数 

うち、訪問看護ステー

ション※と連携して

実施している人数 

１. 口腔内の喀痰吸引    １．いない   ２．いる ⇒ （       ）人 （       ）人 

２. 鼻腔内の喀痰吸引    １．いない   ２．いる ⇒ （       ）人 （       ）人 

３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 １．いない   ２．いる ⇒ （       ）人 （       ）人 

４．胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 １．いない   ２．いる ⇒ （       ）人 （       ）人 

５．経鼻経管栄養 １．いない   ２．いる ⇒ （       ）人 （       ）人 
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※本調査票における「訪問看護ステーション」には、ステーションの他に医療機関の訪問看護も含まれます。 
 

（１） 平成 25年 4月～9月の間に、訪問看護ステーションと連携せずに介護職員

が喀痰吸引等を実施している方はいますか。 
１．いる      ２．いない 

 

「１．いる」の場合、連携してい

ない理由を教えてください 

１． 訪問看護ステーションからの理解が得られなかった 

２． ケアマネジャー（相談支援専門員）との調整がうまくできなかった 

３． 本人や家族が訪問看護との連携を希望しなかった 

４． その他（                                           ） 

「１．いる」の場合、どのような

条件が合えば連携できると思

いますか。 

 

 

（２）平成 25年 4月～9月における、喀痰吸引等を実施するにあたって、訪問看護

ステーションへの連携の打診の有無および利用者数 
１．あり→（     ）人    ２．なし 

 

（２）のうち、訪問看護ステーションと連携し、介護職員が喀痰吸

引等を実施した利用者数（実人数） 
（     ）人 

（２）のうち、訪問看護ステーションと連携して喀痰吸引を実施で

きなかった利用者数（実人数） 
（     ）人 

 連携できなかった理由 

１． 訪問看護ステーションとの連携を断られた 

２． 主治医の指示書を得ることができなかった 

３． ケアマネジャー（相談支援専門員）との調整がうまくできなかった 

４． 本人や家族の希望によりとりやめとなった 

５． その他（                                           ） 
 
 
 

以下、Ⅲ～Ⅵは、喀痰吸引等について訪問看護ステーションと連携している事業所の方の

みお答えください。連携していない事業所の方はⅦ（７ページ）へお進みください。 
 
 
 
 

Ⅲ 連携先の訪問看護ステーションとの連携状況について 
 

（１）喀痰吸引等について連携している訪問看護ステーション数 （          ）箇所 
 
 

以下は、連携先の訪問看護ステーションのうち、喀痰吸引等について最もうまく連携

できている訪問看護ステーション１箇所との連携状況について、貴訪問介護事業所が

把握している範囲でご記入ください。 
 
 
 

１．連携先の訪問看護ステーションの概要 

（１）所在地 （         ）都・道・府・県 （２）開設年月 平成（     ）年（      ）月 

（３）開設主体 

１．都道府県、市区町村、広域連合･一部事務組合  ２．社会福祉協議会  

３．社会福祉法人（社協以外）    ４．医療法人   ５．社団・ 財団法人    ６．協同組合及び連合会  

７．営利法人（株式･合名･合資・有限会社）     ８．特定非営利活動法人（NPO）   9．個人 

10．その他（                                                 ） 

（４）貴事業所との関係 １．同一法人である     ２．同一法人ではない 

（５）訪問看護の利用者数 （平成 25年 9月中の実利用者数）  約 （          ）人 

（６）訪問看護職員数（平成

25年 10月 1日現在） 
常勤実人数 （     ）人 非常勤実人数 （     ）人 

（７）連携先の訪問看護ステーションでは、貴事業所を含め、何ヶ所の訪問介護事

業所と連携して喀痰吸引等を実施していますか 
（         ）箇所 

（８）連携に至った経緯 
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２．連携状況について 

（１）介護職員による喀痰吸引等が必要な利用者のうち、貴事業所が関与している者の該当区別・行為別利用者数 

喀痰吸引等の行為 当該行為の実施の有無 
実施している場合の人数 

不特定の者 特定の者 

１. 口腔内の喀痰吸引    
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

２. 鼻腔内の喀痰吸引    
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

４．胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養 
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

５．経鼻経管栄養 
１．実施していない 

２．実施している  ⇒ 
（       ）人 （       ）人 

（２）利用者一人に対して、最も多くの介護職員が喀痰吸引等を実施してい

る事例について、介護職員数を回答して下さい 

最大で（     ）人の介護職員が喀痰吸引

等を実施している 

（３）連携先の訪問介護事業所との文書

（覚書等）の取り交わし 

１． 文書を作成し（案は主として訪問介護事業所が作成）取り交わしている 

２． 文書を作成し（案は主として連携先のステーションが作成）取り交わしている 

３． 文書は取り交わしていない 

４． その他（                                           ） 

 

（３）で１．もし

くは２．と回

答した場合 

文書を取り交わす

上での課題 

 

 

 

 

 

（３）で３．と回

答した場合 

文書を取り交わして

いない理由 

１． 連携先が同一法人であるため 

２． 口頭での了解で十分であるため 

３． どのような書式を作成して良いかわからないため 

４． その他（                                           ） 
  
※なお、「文書（覚書等）」とは、訪問介護事業所等と連携して喀痰吸引を実施するために、双方の合意事項などにつ

いて記載して取り交わすものを指します。 
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３．事業所の安全対策について 

（１）貴事業所では、喀痰吸引等の安全対策に関する委員会・会議

（以下、会議と記載）が設置されていますか。 

１．設置されている→ （1-1～1-3）へ 

２．設置されていない →（２）へ 

３．把握していない →（２）へ 

 
（1-1）連携先ステーションからの会議への参

加状況  （平成 25年 4月～10月） 

１．毎回参加する                 ２．たまに参加する   

３．あまり参加していない           ４．参加していない 

  
参加している場合、平成 25年 10月に参

加した合計回数 
（                   ）回 

  参加者 ※複数可 １． 管理者   ２．研修を実施した看護師   ３．その他の看護職員 

 

（1-2）連携先ステーションに期待する役割 

 

※複数可 

１． 喀痰吸引等の実施手順、方法等の検討 
２． ヒヤリハット事例等の報告 
３． ヒヤリハット事例等の分析、対策検討 
４． 喀痰吸引等の実施状況等の検討 
５． 喀痰吸引等の実施における課題についての検討 
６． 喀痰吸引等に関する研修に関すること 
７． その他（                           ） 

 

（1-3）連携先ステーションの会議への参加に

当たっての課題 

※自由回答 

 
 
 
 
 
 

（２）連携先のステーションと貴事業所との間で、ヒヤリハット事例・情報を

共有する仕組みがありますか。 
１．ある →（2-1～2-3）へ   ２．ない→（３）へ 

 

(2-1)具体的に、どのように共有していま

すか。※複数可 

１．安全対策に関する会議等の場で共有している 

２．発生した都度、連絡を取って共有している 

３．定期的に情報交換をして共有している 

４．その他（                                     ）  

(2-2)連携先ステーションが関与している

利用者について、喀痰吸引等に関

するヒヤリハット事例の有無と件数    

（平成 25年 4月～10月） 

喀痰吸引等に関するヒヤリハット事例の有無 １．あり      ２．なし 

「あり」の場合 
不特定多数の者 （          ）件 

特定の者 （          ）件 

(2-3)具体的な喀痰吸引等に関するヒヤ

リハット事例の概要と対応  

※自由回答 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ヒヤリハット事例の共有に関する課題 

※複数可 
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４．連携マニュアルの整備、緊急時の対応等について 

（１）喀痰吸引等の実施に関する次のマニュア

ルについて、貴事業所と連携先の訪問看

護ステーションとの間で作成・共有してい

ますか 

喀痰吸引等の実施に関する連携方

法のマニュアル 

１．作成・共有している       

２．作成・共有していない 

喀痰吸引等の実施における緊急時対

応に関するマニュアル 

１．作成・共有している       

２．作成・共有していない 

（２）喀痰吸引等の実施に関する緊急時の連絡網の有

無（貴事業所と連携先ステーションとの間で共有

している連絡網） 

１．あり         ２．なし 

（３）緊急時の具体的な連携方策   

※自由回答 

 

 

 

 

 

（４）連携先の訪問看護ステーションと共同で実施する

定期的な緊急対応訓練の実施 
１．すでに実施した  ２．今後実施する予定  ３．実施予定はない 

 
  

５．介護職員の手技の確認等について 

（１）貴事業所が連携先の訪問看護ステーションに対

して依頼している知識・技能等の確認に関する体

制 

※複数可 

１．同行訪問の際に手技等を確認し指導してほしい 

２．随時電話等で相談に乗ってほしい 

３．定期的にカンファレンス等を行い確認してほしい 

４．その他（                                   ） 

（２）連携先ステーションが開催する、喀痰吸引等に関

する訪問介護事業所向け研修会等の開催の有

無とその内容 

 

（平成 25年 4月～10月） 

１．あり         ２．なし 

ありの場合、具体的な内容 
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Ⅳ 連携先の訪問看護ステーションにおける具体的な連携方法について 
 
 

以下は、上記で回答した連携先の訪問看護ステーションが関連する、看護職員等と最

も頻繁に連携している利用者一人に係る連携状況を想定してご記入ください。 
 

（１） 利用者の状況 

年齢 （        ）歳 

保険の種類 1.介護保険  2.障害者自立支援法  3.その他（              ） 

疾患の状況  

要介護度 自立・要支援１・要支援２・要介護１・要介護２・要介護３・要介護４・要介護５ 

障害高齢者の日常生活自立度 J  ・  A  ・  B  ・  C 

認知症高齢者の日常生活自立度 自立 ・ Ⅰ ・ Ⅱa ・ Ⅱb ・ Ⅲa ・ Ⅲb  ・ Ⅳ  ・ M 

貴訪問介護事業所との連携開始年月         年          月 

（２） 当該利用者に対して、何箇所の訪問看護ス

テーションが関わっていますか。 
（                       ）箇所 

（３） 当該利用者の個別計画書の作成への関与 

１．訪問介護事業所ですべて作成している。 

２．訪問介護事業所で案を作成し、連携先のステーションで確認している。 

３．連携先のステーションと訪問介護事業所でカンファレンス等を行い、共同

で作成している。  

４．連携先のステーションで案を作成し、事業所で確定させている。 

５．その他（                                   ） 

（４）連携先ステーションに対し、当該利用者の訪

問介護事業所へ出されている医師の指示

書の内容（指示期間等）を確認してもらって

いますか 

１．確認してもらっている   → (4-1)へ 

２．確認してもらっていない  →（５）へ 

 
（4-1）喀痰吸引等に関する指示書を確認し

ている場合、どのように確認してもらうか 

１．医療機関の医師に直接確認してもらっている 

２．訪問介護事業所が確認して共有している 

３．その他（                                   ） 

（５）当該利用者の実施状況報告書の確認 

※複数可 

１．定期的に確認してもらっている 

２．医師への提出時に確認してもらっている 

３．確認が必要な時のみ依頼して確認してもらっている 

４．特に確認してもらっていない 

５．その他（                                   ） 

（６）当該利用者の実施状況報告書の作成・確認

に関する課題   

  ※自由回答 

 

 

 

 

（７）当該利用者の訪問介護事業所への計画

書、指示書、実施状況報告書等の保管 

１．連携先のステーションで原本を保管し、写しを訪問介護事業所で保管し

ている 

２．訪問介護事業所で原本を保管し、写しを連携先のステーションで保管し

ている 

３．連携先のステーションでは保管していない 

４．その他（                                  ） 
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Ⅴ 喀痰吸引等に関する連携全般について 
 

（１）多職種連携における課題 

１．連携できる訪問看護ステーションが少ない 

２．定期的なカンファレンスの開催が困難 

３．継続的な連携体制の構築が困難 

４．介護職員に対する教育プログラムが少ない 

５．連携するための時間調整が困難 

６．連携するノウハウがない 

７．その他（                             ） 

（２） 利用者への安全な喀痰吸引等を実

施するに当たり留意している点 

 

１．マニュアルに沿った基本手順を遵守している 

２．何かあったら訪問看護師にすぐ相談するようにしている 

３．記録や報告による情報共有を行っている 

４．定期的に訪問看護師と同行研修を受けている 

５．訪問看護師の指導を何らかの形で定期的に受けている 

６．訪問事業所内で情報共有に努めている 

７．その他（                             ） 

（３） 現在、多職種連携を行う上で困っ

ていること 

 

１．訪問介護事業所の人材が不足している 

２．喀痰吸引を行う訪問事業所が不足している 

３．訪問介護員の入れ替わりが激しく研修が間に合わない 

４．訪問看護師が忙しくて手技確認の時間が取れない 

５．利用者の主治医との連携がうまくいかない 

６．書類の作成に手間がかかり過ぎる 

７．利用者の主治医が介護職に指示書を書いてくれない 

８．その他（                             ） 

 

特に、ケアマネジャー（相談支援専

門員含む）との連携において困って

いること 

１．喀痰吸引に対しての知識が不足している 

２．ケアマネジャー（相談支援専門員）に対して喀痰吸引に関する研修がない 

３．サービス担当者会議に於いて安全委員会設置の決まりがない 

４．喀痰吸引に関しては看護師と介護士に任せきりである 

５．その他（                             ） 

（４） 円滑に連携を進めていく上で工夫

していること 

 

１．訪問看護ステーションとの信頼関係づくりを進めている 

２．訪問看護ステーションが気軽に相談に乗ってくれるような雰囲気作りをし
ている 

３．記録等を作成し、情報共有を的確に行っている 

４．連絡を密にとって問題点を早期に解決している 

５．ケアマネジャー（相談支援専門員）を通して情報共有している 

６．その他（                             ） 

（５） 連携に当たって、訪問看護ステー

ションに望むことは何ですか 

 

 

 
 
 

以下、Ⅵは、喀痰吸引等について訪問看護ステーションと連携した実績がない訪問介護事

業所の方のみお答えください。連携した実績がある方はⅧへお進みください。 
 

Ⅵ 喀痰吸引等に関する連携全般について 
 

（１）訪問看護ステーションに連携の依

頼をしやすいですか 

１．連携しにくい 

２．定期的なカンファレンスの開催が困難 

３．継続的な連携体制の構築が困難 

４．介護職員に対する教育プログラムが少ない 

（２）多職種連携における課題 

１．連携できる訪問看護ステーションが少ない 

２．定期的なカンファレンスの開催が困難 

３．継続的な連携体制の構築が困難 

４．介護職員に対する教育プログラムが少ない 

５．連携するための時間調整が困難 

６．連携できるステーションとの距離が遠い 

７．連携先ステーションの人的資源などの情報が不足している 

８．具体的な連携のイメージが分からない 

９．その他（                                            ） 

（３）連携するために訪問看護ステー

ション等に望むことは何ですか 
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以下Ⅷは、全ての訪問介護事業所の方が、同封の連携ツールをご確認いただいたうえで、

お答えください。 
 
 

Ⅶ 連携ツールについて 
（１）本連携ツールのことをご存知でし

たか 
1.内容も含め知っていた    2.存在は知っていた   3.知らなかった 

（２）本連携ツールを活用したことがあ

りますか 
1.ある         2.ない 

（３）本ツールは喀痰吸引等において

訪問介護事業所と連携する際に

活用できると思いますか 

１．大いに活用できる   2.活用できる   3.あまり活用できない 

4. 活用できない       5.わからない 

 

上記で 1 および

2と回答した方に

お聞きします 

どのような点

が活用できる

と思いますか 

 

上記で 3 または

4 と回答した方

に お聞 き し ま

す。 

活用できない

理由をお教え

ください 

 

（４）その他、本連携ツールに関する

改善点や不足している点などの

ご意見を自由にお書きください 

 

（５）今後、本連携ツールを普及させて

いくためには、どのような方策を

とることが効果的だと思われます

か 

 

 
 
 

Ⅷ 連携ツールの試用事業への参加の募集および事後調査へのご協力お願い 
 
全国訪問看護事業協会では、昨年度の厚生労働省セーフティネット支援対策等事業費補助金（社会福祉推進事業

分）により、喀痰吸引等における訪問介護（居宅介護・重度訪問介護）事業所と訪問看護ステーションの円滑な連

携に資するための「在宅における喀痰吸引等連携ツール（以下、連携ツールとします）」を作成しました。 

今年度は、連携ツールをさらに充実させるため、訪問看護ステーションおよび訪問介護事業所にご協力いただき、

実際に連携ツールを活用して、喀痰吸引等を実施するための連携体制を構築していただき、利用者の方への喀痰吸

引等の実施につなげていただく事業（連携ツールの試用事業）を実施いたします。 

また、連携ツール試用事業にご参加いただいた事業所には、試用した効果や感想等について、事後調査（アンケ

ート・ヒアリング）をさせていただきたいと考えております。 

そこで、この試用事業および事後調査にご参加いただける事業所を募集しています。お忙しいところ大変恐縮で

はございますが、試用事業へのご協力について、何程よろしくお願い申し上げます。ご協力の可否について、以下

の質問のいずれかの番号に○をお付けいただきますようお願いいたします。 

 

連携ツール試用事業および事後調査へのご協力に

ついて （平成 25年 12月～平成 26年 1月頃） 
１．協力できる  ２．条件によっては協力できる ３．協力できない 

※事業の実施時期は、平成 25 年 11 月～平成 26 年 1 月頃を予定しています。 

 

※上記で１または２と回答した場合は、以下にご記入ください。 

事業所名  

ご住所  

ご担当連絡先 電話 ：                           FAX： 

協力可能となる条件 
 

 

 

 

以上で調査は終了です。お忙しいところご協力ありがとうございました。
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訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における 

在宅連携の普及に関する調査 アンケート調査票【訪問看護ステーション票】〆切 12/25 

 

訪問看護ステーション名  

※なお、訪問看護・訪問介護連携において使用した様式等があれば、同封いただければ幸いです。 

 

１．連携ツールを活用した感想・意向 

連携ツールを活用した効果、  

 

 

 

 

 

 

特に良かった点 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で困

難だったこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で、記

載内容に加えて工夫したこと

はありますか 

 

 

 

連携ツールを改善すべき点、不

足している点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用した全体的

な感想・意向など 
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２．構成について 

ツールの全体構成

に対する意見 

 

 

 

1.妥当    2.おおむね妥当    3.要改善 

→理由（具体的に） 

 

 

 

 

以下、項目別の良かった点、改善点等 

4.1 緊急時の連絡

方法・対応体制に

ついて 

 

良かった点  

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.2 安全対策委員

会・研修等への参

加協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.3 書類の作成の

協力・参加につい

て 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 
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4.4 介護職員等の

手技等の確認につ

いて 

良かった点 

 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.5 感染予防対策

への協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

３．様式について 

参考１．介護職員等喀痰吸引等

に係る連携についての覚書に

ついて 

（「覚書」に盛り込む内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

参考２．個別の利用者ごとの関

係機関(例)について 

 

 

 

 

 

 

参考３．緊急連絡先リスト(例)

について 

 

 

 

 

 

 

その他、作成・掲載した方が良

いと思われる様式案 
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訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における 

在宅連携の普及に関する調査  アンケート調査票 【訪問介護事業所票】〆切 12/25 

 

訪問介護事業所名  

※なお、訪問看護・訪問介護連携において使用した様式等があれば、同封いただければ幸いです。 

 

１．連携ツールを活用した感想・意向 

連携ツールを活用した効果、  

 

 

 

 

 

 

特に良かった点 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で困

難だったこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で、記

載内容に加えて工夫したこと

はありますか 

 

 

 

連携ツールを改善すべき点、不

足している点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用した全体的

な感想・意向など 
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２．構成について 

ツールの全体構成

に対する意見 

 

 

 

1.妥当    2.おおむね妥当    3.要改善 

→理由（具体的に） 

 

 

 

 

以下、項目別の良かった点、改善点等 

4.1 緊急時の連絡

方法・対応体制に

ついて 

 

良かった点  

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.2 安全対策委員

会・研修等への参

加協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.3 書類の作成の

協力・参加につい

て 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 
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4.4 介護職員等の

手技等の確認につ

いて 

良かった点 

 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.5 感染予防対策

への協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

３．様式について 

参考１．介護職員等喀痰吸引等

に係る連携についての覚書に

ついて 

（「覚書」に盛り込む内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

参考２．個別の利用者ごとの関

係機関(例)について 

 

 

 

 

 

 

参考３．緊急連絡先リスト(例)

について 

 

 

 

 

 

 

その他、作成・掲載した方が良

いと思われる様式案 
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訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における 

在宅連携の普及に関する調査   ヒアリング調査票 【訪問看護ステーション票】 

 

訪問看護ステーション名  

ヒアリング日時   月   日 （  ： ～  ：  ） 

ヒアリング参加者（職種）  

 

担当委員  

 

１．連携ツールを活用した感想・意向 

連携ツールを活用した効果、  

 

 

 

 

 

 

 

特に良かった点 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で困

難だったこと 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で、記

載内容に加えて工夫したこと

はありますか 

 

 

 

連携ツールを改善すべき点、不

足している点 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用した全体的

な感想・意向など 
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２．構成について 

ツールの全体構成

に対する意見 

 

 

 

1.妥当    2.おおむね妥当    3.要改善 

→理由（具体的に） 

 

 

 

 

 

以下、項目別の良かった点、改善点等 

4.1 緊急時の連絡

方法・対応体制に

ついて 

 

良かった点  

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.2 安全対策委員

会・研修等への参

加協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.3 書類の作成の

協力・参加につい

て 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 
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4.4 介護職員等の

手技等の確認につ

いて 

良かった点 

 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

4.5 感染予防対策

への協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

３．様式について 

参考１．介護職員等喀痰吸引等

に係る連携についての覚書に

ついて 

（「覚書」に盛り込む内容等） 

 

 

 

 

 

 

参考２．個別の利用者ごとの関

係機関(例)について 

 

 

 

 

 

 

 

参考３．緊急連絡先リスト(例)

について 

 

 

 

 

 

 

その他、作成・掲載した方が良

いと思われる様式案 
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訪問看護事業所と訪問介護事業所等の喀痰吸引等における 

在宅連携の普及に関する調査   ヒアリング調査票 【訪問介護事業所票】 

 

訪問介護事業所名  

ヒアリング日時   月   日 （  ： ～  ：  ） 

ヒアリング参加者（職種）  

 

担当委員  

 

１．連携ツールを活用した感想・意向 

連携ツールを活用した効果、  

 

 

 

 

 

 

 

特に良かった点 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で困

難だったこと 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用する上で、記

載内容に加えて工夫したこと

はありますか 

 

 

 

連携ツールを改善すべき点、不

足している点 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携ツールを活用した全体的

な感想・意向など 
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２．構成について 

ツールの全体構成

に対する意見 

 

 

 

1.妥当    2.おおむね妥当    3.要改善 

→理由（具体的に） 

 

 

 

 

 

以下、項目別の良かった点、改善点等 

4.1 緊急時の連絡

方法・対応体制に

ついて 

 

良かった点  

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.2 安全対策委員

会・研修等への参

加協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

 

4.3 書類の作成の

協力・参加につい

て 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 
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4.4 介護職員等の

手技等の確認につ

いて 

良かった点 

 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

4.5 感染予防対策

への協力について 

良かった点 

 

 

 

 

 

改善・追加す

べき点 

 

 

 

 

 

３．様式について 

参考１．介護職員等喀痰吸引等

に係る連携についての覚書に

ついて 

（「覚書」に盛り込む内容等） 

 

 

 

 

 

 

参考２．個別の利用者ごとの関

係機関(例)について 

 

 

 

 

 

 

 

参考３．緊急連絡先リスト(例)

について 

 

 

 

 

 

 

その他、作成・掲載した方が良

いと思われる様式案 
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 この事業は、平成 25年度厚生労働省セーフティネット支援対策等事業費補助金 

（社会福祉推進事業分）により実施したものです。 
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